




序     文 

 
多くの活火山を有し、度重なる火山災害に見舞われているエクアドル国において、火山活動のモニ

タリングは、国家の重要課題の一つとして位置づけられています。同国において、活動的火山のモニ

タリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Geophysical Institute）により実施されていますが、

エクアドル政府は同研究所の火山監視能力をさらに強化するため、日本国政府に技術協力を要請しま

した。日本国政府は、同要請を受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）を通じて平成 16 年 5 月か

ら 3 年間の計画で、火山監視能力強化プロジェクトを実施しました。 

同プロジェクトの 3 年目にあたる平成 18 年 7 月から 8 月にかけて、トゥングラワ火山が噴火し、

モニタリングによって被害の軽減に大きく貢献したものの、火山観測網に甚大な被害をもたらし、観

測活動の継続に多大な支障を来たしました。 

平成18年11月に当機構とエクアドル側関係機関が合同で実施した終了時評価調査の提言を受けて、

平成 19 年 4 月に 2 年間の協力期間延長を決定する討議議事録が署名されました。 

今般、プロジェクトの延長期間が終了するにあたって、その実績・成果を再度確認し、評価をおこ

なうとともに、協力期間の終了後に取るべき措置について提言を行うことを目的として、当機構は平

成 21 年 4 月 13 日から 5 月 1 日まで、当機構地球環境部防災第二課長の益田信一を団長とする終了時

評価調査団を現地に派遣しました。調査団は、エクアドル側の評価調査団と合同で関係者への聞き取

りや現地視察をおこない、合同評価報告書をとりまとめ、平成 21 年 4 月 23 日にサンサルバドルで開

催された本プロジェクトの合同評価委員会にて評価結果の報告をおこないました。 

本報告書は、同調査団の評価調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって、

関係各方面に広く活用されることを願うものであります。 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
 
平成 21 年 11 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 
部長 中川 聞夫



プロジェクト対象地域位置図 

 



プロジェクトにより設置された観測網 

 



プロジェクトにより設置された観測点の位置図 
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注）トゥングラワ火山の観測点 Bmas と BCUS が 2006 年の噴火によって破壊され、その後、代

替観測点として BMAS と BBIL が設置された。 
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プロジェクトにより設置された観測施設の概念図 
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評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 
国名：エクアドル共和国 案件名：火山監視能力強化プロジェクト 
分野：防災 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ 
   防災第二課 

協力金額（評価時点の暫定値）： 
計 3.3 億円 

先方関係機関：国立理工科大学地球物理研究所 
(英) Geophysical Institute/Department of Geophysics, 
National Polytechnic University 
(西) Instituto Geofísico- Depto. de Geofísica, Escuela 
Politécnica Nacional 

協力期間： 
（当初計画）2004 年 5 月 1 日～2007 年 4 月 30 日 
（延長期間）2007 年 5 月 1 日～2009 年 4 月 30 日 

日本側協力機関名：独立行政法人 防災科学技術研究

所 (NIED) 
1-1 協力の背景と概要 
エクアドル共和国は、アンデス山脈の山麓に位置し、トゥングラワ火山、コトパキシ火山をはじめ、現在

も噴火を続ける活動的火山が多く存在する。こうした火山の麓地域には多くの人々が生活しており、火山災

害の軽減はこの国の重要な課題の一つである。 
活動的火山のモニタリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Geophysical Institute：IG）により実施

されている。モニタリングは主に短周期の地震計ネットワークを用いて実施され、得られたデータをもとに

同研究所が火山活動レポートを作成し、防災関係機関、自治体等の関係機関へ定期的に発信されるという体

制が組まれていた。 
しかしながら、IG に設置されている地震計は短周期の地震波のみをとらえるものであり、火山活動の初

期に見られるゆっくりとした振動（微動）を観測することができず、噴火の予兆を十分に把握することがで

きなかった。そのため、火山内部の活動状況を十分に反映した火山活動レポートを作成することができず、

IG においては、各防災関係機関がより適切な災害軽減対策を取れるよう、火山活動レポートを改善し発信

することが課題であった。こうした理由から、火山活動を正確に把握するため、長周期の地震波を観測する

ことのできる地震計と空振計の導入、リアルタイムのデータ収集システム、それによって得られる定量的な

データの分析、及び解析技術の導入が急務であった。 
こうした状況のもと、2002 年 7 月、エクアドル国政府から日本政府に対し、火山モニタリングに関する技

術協力の要請がなされた。これを受けて、2004 年 5 月、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、IG をカウ

ンターパートとして「火山監視能力強化プロジェクト」を開始した。 
2007 年 4 月 30 日にプロジェクトが終了するにあたり、JICA は、協力開始時からの実績を確認し、残る協

力期間の対応を協議するため、2006 年 11 月に終了時評価調査団を派遣した。同調査の結果、2006 年の 7 月

から 8 月にかけて発生したトゥングラワ火山（２つの観測対象火山のひとつ）の噴火によってプロジェクト

で設置した火山モニタリング機器が被害を受け、火山観測データの解析技術指導に必要なデータが収集でき

なくなったことから、2007 年 5 月 1 日から 2009 年 4 月 30 日まで 2 年間延長し、火山モニタリングネット

ワークを復旧し完成させるとともに、同ネットワークにより取得されるデータを用いて解析技術を指導する

ことにより、プロジェクト目標の完全な達成を目指すべきとの提言がなされた。同提言を受けて、2007 年 4
月に延長に係る討議議事録が署名された。2009 年 4 月 30 日にプロジェクトの延長期間が終了するにあたり、

2009 年 4 月 13 日から 5 月 1 日にかけて、再度、終了時評価調査団が派遣された。 
 

1-2 協力内容 
プロジェクトは、IG の火山モニタリング及びモニタリング・データ解析に係る能力開発を支援するため、

トゥングラワ火山、及びコトパキシ火山における火山モニタリングネットワークの構築と、そこから取得さ

れるモニタリング・データの管理・解析に関する技術指導を行った。プロジェクトの構成は以下のとおりで

ある。 
(1) 上位目標：エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 
(2) プロジェクト目標：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 
(3) アウトプット： 

アウトプット 1 
コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波データを含む火山活動

のデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善する。 
アウトプット 2 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波のデータを含む火山活
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動データを適正に処理、蓄積できるよう IG の能力が改善する。 
アウトプット 3 

IG の噴火の前兆の解析能力が高まる。 
アウトプット 4 

解析結果が適切に火山活動レポートに記述される。 
アウトプット 5 

改善された火山活動レポートと補足情報が防災関係機関により適切に受領される。 
 

1-3 投入 
＜日本側＞ 
1) 短期専門家派遣 

地震観測、地震解析、観測網構築総括、火山防災、プロジェクト総括の各分野で延べ 15 名

の日本人専門家を派遣した。 
2) 研修員受入 

地球物理研究所の 4 名を対象に、火山観測及びデータ解析の分野でカウンターパート研修を

5 回実施した。 
3) 機材供与 

観測用機材等、総額約 225,311 千円の機材供与を行った。また供与機材の設置に係る技師派

遣費用を負担した。 
4) ローカルコスト 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。 
 
日本人専門家派遣、カウンターパート研修、機材供与・技師派遣を含め、本プロジェクトに支出した資金

の合計は、3.3 億円である。 
 

＜エクアドル側＞ 
1) カウンターパート配置 

31 名のカウンターパートを配置した。 

2) ローカルコスト 
プロジェクトのために負担した費用の合計は 406,582.39 米ドルである。 
 

2. 終了時評価調査団の概要 
調査者 
（日本側） 

1. 益田信一（総括）  国際協力機構 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第二課長 
2. 佐藤一朗（協力評価） 国際協力機構 地球環境部 水資源・防災グループ 防災第二課 
3. 三浦順子（評価分析） グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 
4. 樋口安紀（通訳）  財団法人 日本国際協力センター 
注：短期専門家として同時期に派遣された防災科学技術研究所（NIED）地震研究部主任研究

員の熊谷博之専門家が、現地において終了時評価調査に協力した。 
調査期間 2009 年 4 月 13 日～2009 年 5 月 1 日 評価種類：終了時評価 
3. 評価結果の概要 
3-1 実績 
プロジェクト目標：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 

指標：各防災関係機関に提供する火山活動情報の質が向上する。 
プロジェクト目標であるコトパキシ及びトゥングラワ火山における火山監視能力の向上は達成されたと

言える。プロジェクトの協力期間延長を決定する要因となった火山の噴火による観測網の損傷は復旧され、

現在ではプロジェクトで設置したすべての観測網が機能しており、データがリアルタイムで取得されてい

る。これらのデータを用いてデータ解析技術の指導をおこなったことで、プロジェクト開始前と比較し、よ

り高度な解析がなされている。この結果、IG の火山活動レポートおよび補足情報が、プロジェクト開始当

初に比べより正確な内容となり、関係機関にタイムリーに発信されている。これを裏づける例として、2006
年 8 月 16 日のトゥングラワ火山の噴火の際には、同年 7 月に噴火した際の微動データと比較・分析するこ

とにより、火山活動が活発化していることがわかり、火砕流発生の少なくとも 9 時間以上前に、火砕流を伴

う大規模な噴火の発生を予測し、トゥングラワ火山周辺の市長らに電話で直接詳細な状況を伝え、情報を受

けた各市が住民に対して警戒警報を発出し、犠牲者の数を最小限（避難勧告に従わなかったり逃げ遅れた住

民 5 人）に抑えることに貢献した。 
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各アウトプット 
アウトプット 1：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波データを含む火

山活動のデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善する。 
指標 1-1：長周期及び超長周期地震波を含む火山活動データが IG においてリアルタイムで取得される。 
長周期及び超長周期地震波を含む火山活動データが IG においてリアルタイムで取得されている。カウン

ターパートの研究員及び技師が、リアルタイムデータの取り扱い、及び観測網の問題解決ができるように

なった。観測データの無線送信に使っていた 2.4GHz 周波数帯が一部の通信区間において通信飽和状態に

なったため、2008 年 6～7 月に、5GHz 用の無線機材への入れ替えが行われた。対象となったのは、IG 基

地、無線中継点 6 ヵ所、コトパキシ火山の 1 観測点である。この入れ替えにより、無線通信障害は解消さ

れ、IG においてデータが円滑に取得できるようになった。 
 

アウトプット 2：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波のデータを含む

火山活動データを適正に処理、蓄積できるよう IG の能力が改善する。 
指標 2-1：連続的な火山活動データが系統的に監視され、火山活動の発生源が決定される。 

コトパキシ、トゥングラワ火山とも、観測網からの連続的な火山活動データにより監視され、火山活動の

発生源が決定された。地震の自動イベント検出システムが両火山に導入され、火山活動が系統的に監視さ

れている。 
指標 2-2：連続データが蓄積され地震の波形データがデータベース化される。 

両火山とも、取得された連続データはデータベースに蓄積され、波形データは系統的に保存されている。

地震イベントデータについては、データベース化のためのシステムが構築された。 
 

アウトプット 3：IG の噴火の前兆の解析能力が高まる。 
指標 3-1：長周期及び超長周期地震波や関連する兆候の解析について、より高度な定量解析が可能な研究員

が２人育成される。この２人の研究員の指導の下で同様の解析が実施できる研究員が、２人育成される。 
本邦研修に参加した研究員 2 名が、長周期や超長周期地震波や関連する火山活動の兆候の解析についてよ

り高度な定量解析をできるようになった。また、ほかの研究員 2 名、研究生 5 名も、本邦研修参加者の指

導のもとで定量解析ができるようになった。なお、本プロジェクトの成果に基づいて、論文や国際学会の

発表を数多く行った。 
指標 3-2：その他の観測データの解析能力が高まる。 
カウンターパート研究員が火山性土石流（ラハール）に関連した微動シグナルを解析できるようになった。

 
アウトプット 4：解析結果が適切に火山活動レポートに記述される。 
指標 4：長周期及び超長周期地震波を含むデータ解析結果が火山活動レポートに記載される。 

長周期及び超長周期地震波を含むデータ解析結果が火山活動レポートに記載された。 
 
アウトプット 5：改善された火山活動レポートと補足情報が防災関係機関により適切に受領される。 
指標 5-1：改善された火山活動レポートが防災関係機関に定期的に受領される。 

改善された火山活動定期レポート、及び火山活動が活発化した際には特別レポートが、電子メールまたは

ファクスにて約 150 の防災関係機関に受領された。 
指標 5-2：補足情報が防災関係機関に適時受領される。 

火山活動が活発化した際、補足情報が、特別レポート、電話・無線・会議などによる直接的なコミュニケ

ーションにより、防災関係機関に適時受領された。詳細な火山活動情報は、IG のウェブサイトにおいて

提供された。 
指標 5-3：防災関係機関が改善されたレポートや情報に満足する。 

インタビューやアンケートの結果によれば、多くの防災関係機関が改善されたレポートや情報に、適時性、

正確さ、信頼性の点において満足している。 
 
3-2 評価結果の要約 
（１） 妥当性 
エクアドル国の防災政策とニーズ及び日本の対エクアドル国 ODA 政策に照らし、妥当性は高いと言える。

自然災害のリスク軽減の重要性は、現行の国家開発計画（2007～2010 年）、憲法 389 条及び 390 条、国家

災害リスク軽減戦略案（2008～2013 年）において明確に掲げられており、自然災害のリスク軽減の一つの手

段として災害監視システムの強化を重視している姿勢が窺われる。 
一方、日本の対エクアドル国 ODA 政策における重点分野は、2005 年の政策協議により「貧困対策」「環

境保全」「防災」の 3 点となっており、「防災」においては、「自然災害に対する脆弱性の緩和」となってい

る。したがって、防災を目的とした火山モニタリングは、日本の対エクアドル国 ODA 政策と合致している。
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アプローチの適切性も高い。コトパキシ、トゥングラワ両火山は、エクアドルの数多い火山の中でも最も

災害リスクの高い火山であり、これら 2 つの火山を対象に選んだことの妥当性は高い。日本が火山モニタリ

ングにおいて比較優位があることからも、モニタリング能力強化における協力は妥当である。 
IG のカウンターパート機関としての適切性も高い。2003 年に発布された大統領令 3593 により、IG が今

後も引き続き火山モニタリング及びリスク分析を行う唯一の機関として機能する可能性が極めて高い。 
 

（２） 有効性 
実施した活動に対しては十分なアウトプットが達成されている。コトパキシ、トゥングラワ両火山におけ

る火山監視能力の向上がみられ、プロジェクト目標は達成されていると考えられる。したがって、有効性が

高いと判断される。 
本プロジェクトを通じて広帯域地震計や空振計などの観測機材が導入されたことにより、コトパキシ、ト

ゥングラワ両火山の観測網から、短周期地震計では取得できなかった質の高いデータが、リアルタイムで IG
において取得できるようになった。プロジェクト開始前と比較してデータの質が向上したことにより、マグ

マの動きのプロセスの理解が進んだ。プロジェクト延長期間においては、課題となっていた本プロジェクト

の供与機材を用いて取得したデータの解析に係る技術移転が進んだ。また、データの解析結果に基づいて改

善された火山活動レポートや補足情報がタイムリーに送付されている。 
 

（３） 効率性 
効率性は高いと判断される。実行された投入は概ね有効に活用されている。日本側・エクアドル側共に、

プロジェクトに対して適切な投入がなされた。 
派遣された日本人専門家は、高い専門性を持つ適切な人材であり、期待されていた技術移転を遂行した。

本邦研修は円滑に実施された。火山観測及びデータ分析に必要な技術は、本邦研修を通じてカウンターパー

ト研究員に移転され、習得した技術は IG における通常業務において活かされている。 
供与機材は活動に有効に活用されており、機材は技術移転に十分であった。機材の維持管理も良好で、問

題があった際には IG の機材担当者が適切に対応している。本プロジェクトにより提供された機材を完全に

維持管理することができる技師が４名、技師を適切に補助することができるアシスタントが 8 名いる。 
エクアドル側の投入では、適切な専門性を持つ十分な数のカウンターパートを配置したことが、プロジェ

クトのアウトプット達成に貢献した。本邦研修に参加した IG のカウンターパート 2 名がいずれも研修終了

後に IG を離職したが、その後本邦研修に参加した別の研究員 2 名が円滑に活動を行っている。また、IG 側

は活動の円滑な実施に必要な機材・予算も提供した。 
 

（４） インパクト 
上位目標のいくつかの指標が既に達成されており、エクアドルの火山災害軽減能力の向上がみられる。し

たがって、インパクトは現時点で既に高いと判断される。 
例えば、緊急オペレーションセンター（COEs）に代表される州・市町村レベルの防災関係機関が、火山

災害も含めたリスクへの緊急計画を策定・更新し、それらの計画に沿った対応をとっている。2006 年 7 月及

び 8 月、2008 年 2 月のトゥングラワ火山の噴火に際しては、IG が発信した火山情報が適時防災関係機関に

受領され、各地方行政府により発出された警報に従って危険地域のほとんどの住民が避難した。 
また、コトパキシ、トゥングラワの 2 火山における成果に基づいて、IG が国家科学技術事務局（SENACYT）

の資金による新たなプロジェクトを開始し、エクアドルの他の活火山の監視能力を強化しようとしているこ

とから、近い将来、他の活火山の監視能力が強化される見込みも高い。 
予期していなかった正のインパクトが研究面、社会面において確認された。研究面では、本プロジェクト

で蓄積されたデータ及び解析結果に基づいて、トゥングラワ火山の火砕流噴火の直前に超長周期地震が発生

することが判明し、火砕流噴火のメカニズムの理解が進んだこと、コトパキシ火山の超長周期地震の解析が

進み、マグマシステムの理解が進んだこと、などが挙げられる。また、本プロジェクトで蓄積されたデータ

及び解析結果が、火山だけでなく（活断層型地震やプレート境界型地震などの）地震の監視・解析にも貢献

していることが、IG の研究者へのインタビューにより確認された。また、本プロジェクトによって得られ

た成果に基づいて執筆された論文が、Journal of Volcanology and Geothermal Research や Eos （米国地球物理

学連合発行の科学情報誌）など国際的に権威のあるジャーナルに掲載され、IG の火山監視及び火山研究に

関する国際的な地位が向上したことが特筆できる。 
社会面では、防災関係機関及び住民の IG への社会的信頼性が高まったことが挙げられる。例えば、バニ

ョス観光協会は、かつて IG の火山活動情報が観光業に悪影響を与えることを懸念し、IG に対して強い不信

感を抱いてきたが、プロジェクト活動の一環として開催された 2008 年 11 月のバニョス観光協会との懇談会

を通じて、バニョス観光協会と IG 間の相互理解が進んだ。 
負のインパクトは、特に認められなかった。 
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（５） 自立発展性 
自立発展性は制度面、技術面、財政面において全般的に高いと判断される。 
制度的自立発展性は高い。憲法、国家開発計画、国家災害リスク削減戦略案にも表れているとおり、エク

アドル政府は防災及び災害監視システムの強化を重要課題としてとらえており、大統領令 3593 において規

定された火山監視、火山防災における IG の役割に変化はないと考えられる。 
技術的自立発展性も次の理由から高い。（1）広帯域地震計や空振計などの機材を含む観測点を IG 側のみ

で設置できるようになったこと、（2）本プロジェクトで供与した広帯域地震計や空振計などの機材を維持・

管理できる技術者 4 名、補助員 8 名、合計 12 名が機材の維持管理に従事しており、観測点・中継点が適切

に点検・保守されていること（3）運用管理マニュアルが作成・更新され、活用されていること、（4）デー

タ取得・解析及び火山活動レポートの作成など、IG 側のみでほぼ滞りなく遂行していること、（5）解析面

においては、中心的な研究員 2 名のほか、彼らの指導の下で多くの技術者や研究生が自立的に解析を行って

いること、（6）微動解析プログラムと土石流監視プログラムを、それぞれ自動イベント検出システムに連携

させたことで、前者では長周期地震の震源地とメカニズムを、後者では土石流の発生場所を自動的に推定す

ることが可能となったこと、（7）プロジェクト終了後も、防災科学技術研究所（NIED）との研究協力を通

じて火山監視・解析にかかる専門性を継続的に向上させることが期待できることなどが挙げられる。 
財政的自立発展性も概ね見込める。IG では独自に資金調達の仕組みを持っており、資金源は政府からの

予算配分のほか、コンサルティング業務による収入、民間企業からの寄付、国際機関による協力などがある。

IG の全収入に占める本プロジェクトにより設置された観測網の維持管理費の割合は 0.01％～5%で推移して

いる。したがって、維持管理費用については十分確保されることが期待される。また、先述した、他の活火

山の監視を目的とした「IG 強化（地震学・火山学国家サービス拡大・近代化）プロジェクト」を通じて、

国家科学技術事務局（SENACYT）から 2 年間で 900 万 US ドルの予算が配分されることになっている。た

だし、経済状況の悪化に伴う将来的な予算削減の可能性については、若干懸念される。 
 

3-3 効果発現に関する貢献要因 
（１）計画内容に関すること 
なし。 

（２）実施プロセスに関すること 
日本人専門家およびカウンターパートの火山モニタリング能力向上に対するモチベーションが高かった

ことが貢献要因のひとつとして挙げられる。日本人専門家はすべて短期専門家であり、プロジェクト実施期

間中に日本人専門家が現地にいない時期も少なからずあった。日本人専門家が不在の時期は、カウンターパ

ート研究員と技師が、日本人専門家から移転された技術を活用して、活動を円滑に遂行した。 
2006 年 11 月に実施された終了時評価において、日本側とエクアドル側によるプロジェクト運営に係る調

整と進捗管理のためのメカニズムの導入が提言された。これに対して、プロジェクト延長期間において右提

言のような特別なメカニズムは導入されなかったが、以前の JICA ボランティア調整事務所が JICA エクアド

ル支所となったことで現地でのバックアップ体制が充実したことなどにより、調整と進捗管理は円滑になっ

た。 
 

3-4 効果発現に関する阻害要因 
（１）計画内容に関すること 
なし。 

（２）実施プロセスに関すること 
2006 年 7 月から 8 月にかけて起こったトゥングラワ火山の噴火によって火山観測機材が損傷を受けたこ

と、無線通信障害が発生したことにより、十分な観測データが収集できなくなった。しかし、その後観測機

材の修復・入れ替え等によってこれらの課題は解消され、IG においてデータが円滑に取得できるようにな

った。 
2008 年 6 月に、トゥングラワ火山の 1 観測点の機材が盗難に遭った。ただし、幸い主要な機材が見つかっ

たため復旧され、2009 年 4 月に盗難防止用ケージと共に再設置された。 
トゥングラワ火山は 2006 年の 7 月から 8 月の噴火以降、2007 年末から火山活動が再度活発化してきてお

り、火山灰により太陽光パネルの発電ができずに、2007 年 12 月から 2008 年 2 月にかけて、観測が一時的に

中断することがあった。 
 

3-5 結論 
2006 年 11 月の終了時評価以降、活動はほぼ順調に実施され、アウトプット及びプロジェクト目標も達成

された。上位目標についても指標の多くが既に達成されている。評価 5 項目の観点からの評価結果について

も、「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」が高いと判断され、「自立発展性」は財政面において世

界的な経済危機などの影響に若干の不安はあるものの概ね高いと判断される。以上の点から、プロジェクト
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は適切であり、所期の目標が達成されたことから、計画どおり 2009 年 4 月末日にプロジェクトを終了する

ことが妥当である。 
 

3-6 提言 
（１）キャパシティ・ディベロップメントの継続 

IG は、組織的なキャパシティ・ディベロップメントの観点から、研究員をできるだけ長期に雇用するこ

とが望ましいが、ある程度の人員交替は不可避である。したがって、本プロジェクトを通じてカウンターパ

ートが獲得した技術や知識を、組織内で十分に共有・普及しておくことで、人員交替に際しても技術や知識

の継承を組織として確保することが望まれる。また、日本や海外の大学・研究機関との共同研究や研究交流

プログラムを通じて、火山研究の前進に努めると同時に、火山のモニタリング・分析にかかる専門的能力を

継続的に向上させていくことが望まれる。 
 

（２）機材の維持管理及び更新 
IG は、関係機関と協力して、設置された観測機材の盗難防止策も含め、火山モニタリング・分析システ

ム及び機材を適切に維持する必要な措置を取るべきである。また、火山モニタリング・分析システムの継続

性を保持するため、本プロジェクトで供与された機材の更新に備えて、予算計画・機材運用計画を作成する

べきである。 
 

（３）火山情報の普及 
中央・地方の防災関係機関、地方の自主防災組織、及び危険地域の住民の火山災害リスクに対する更なる

理解を促進するため、IG は今後も火山モニタリング・分析を通じて得た科学的情報や知識を広く普及する

努力を継続すべきである。 
 

（４）火山防災の実施 
火山災害を軽減するため、国家リスク管理技術局（STGR）や火山災害危険地域の地方自治体による災害

リスク管理や緊急対応に係る対策を、さらに強化するべきである。 
 

3-7 教訓 
本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用されると考えられる教訓は以下のとおりである。 

（１）IG と防災科学技術研究所（NIED）の研究協力は、IG の火山研究を前進させ、本プロジェクトの目標

達成に貢献した。研究機関との技術協力においては、技術移転だけではなく、科学研究の前進を促進するよ

うな仕組みを組み込むことにより、研究者であるカウンターパートのモチベーションを高め、結果的にプロ

ジェクト目標の達成にも貢献する。 
 
（２）自然災害モニタリングや防災に係る技術協力においては、モニタリング機関の科学者とコミュニティ

ーや防災関係機関との平時からの緊密なコミュニケーションが、緊急時において情報を適時に、直接、分か

りやすく伝達するために重要である。このことが災害の軽減につながる。 
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Summary of Terminal Evaluation 
I. Outline of the Project 
Country: Republic of Ecuador Project Title ： Project for Enhancement of the Volcano 

Monitoring Capacity  
Issue/Sector: Disaster management Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 
Division in charge：Disaster Management Division 
II, Water Resources and Disaster Management 
Group, Global Environment Department 

Total cost (tentative value at the time of this evaluation)：  
 

334 million Japanese Yen 
Partner Country’s Implementation Organization： 
Geophysical Institute - Department of Geophysics (IG), National 
Polytechnic University (Instituto Geofísico - Departamento de 
Geofísica, Escuela Politécnica Nacional) 

Period of 
Cooperation 

(Original) 
from May 1, 2004 to April 30, 2007 
(Extension) 
from May 1, 2007 to April 30, 2009 
 
 

Supporting Organization in Japan：National Research Institute 
for Earth Science and Disaster Prevention (NIED) 

1-1 Background of the Project 
In the Republic of Ecuador, one of the most important issues is the reduction of volcanic disasters. In July 2002, 

the Government of Ecuador (GoE) made an official request to the Government of Japan for the technical cooperation 
related to volcano monitoring in Ecuador.  Based on this request, in May 2004, Japan International Cooperation 
Agency (JICA) initiated the “Project for Enhancement of the Volcano Monitoring Capacity” (hereinafter referred to 
as ”the Project”) in cooperation with the Geophysical Institute - Department of Geophysics (IG), National Polytechnic 
University (Instituto Geofísico - Departamento de Geofísica, Escuela Politécnica Nacional) as the implementing 
organization. 

Before the planned project period ended on April 30, 2007, JICA dispatched an evaluation team in November 2006 
in order to confirm the achievement of the Project so far, and discuss the actions to be taken for the rest of the project 
period.  As a result of the evaluation study, it turned out that the Project had not achieved its purpose because some 
activities could not have been implemented due to the volcanic eruption of Tungurahua Volcano and subsequent 
damages to the volcano monitoring network of the Project, which made it impossible to collect sufficient monitoring 
data for technical transfer of data analysis. Therefore, it was recommended to extend the project period for two years 
from May 1, 2007 to April 30, 2009 in order to fully achieve the project purpose.  Based on this recommendation, the 
Record of Discussions (R/D) for the extension was signed in April 2007.  Before the extended project period ended on 
April 30, 2009, JICA carried out a final evaluation again from April 13 to May 1, 2009.   

 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

To enhance the capacity of mitigating volcanic disasters in Ecuador. 
 
(2) Project Purpose 

To enhance the capacity of volcano monitoring at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 
 
(3) Outputs 

1. IG improves its capacity to obtain the data on volcanic activity including long-period and very-long-period 
events on a real time basis at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

2. IG improves its capacity to process and store volcanic activity data properly including long-period and 
very-long-period events at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

3. IG enhances its capacity to analyze precursory signals of eruptions. 
4. The results of the analyses are described properly in the volcanic activity reports. 
5. Improved volcanic activity reports and supplemental information are adequately received by organizations 

for disaster prevention. 
 

1-3 Inputs 
<Japanese side> 
1. Short-term experts: 15 experts in the following areas were dispatched: seismic observation, seismic analysis, leader of 

installation of seismic observation system, volcanic disaster management, and project finalization.  
2. Trainees received in Japan: 4 counterparts (five trainings) were trained in Japan for volcanic observation and data 

analysis. 
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3. Provision of equipment: Equipment equivalent to approx. 225,311,000 Japanese Yen was provided. 
  The cost of dispatching engineers for installation of the equipment was also covered. 
4. Local operational cost: The Japanese side provided a part of necessary local expenses for carrying out the activities of 

the Japanese experts. 
 

The total amount of the expenses of the Project including the dispatch of the Japanese experts and installation 
engineers, counterpart trainings, provision of equipment and local cost is about 334 million Japanese Yen. 

 
 <Ecuadorian side> 
1. Counterpart personnel: 31 persons were assigned as counterparts of Japanese experts 
2. Local cost: Ecuadorian side covered the costs equivalent to 406,582.39 US Dollars 
II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

<Japanese side> 
1) Leader: Mr. Shinichi MASUDA, Director, Disaster Management Division II, Water Resources and 

Disaster Management Group, Global Environment Department, JICA 
2) Project Evaluation: Mr. Ichiro SATO, Senior Program Officer, Disaster Management Division II, 

Water Resources and Disaster Management Group, Global Environment Department, JICA 
3) Evaluation Analysis: Ms. Junko MIURA, Researcher, Social Development Department, Global Link 

Management Inc. 
4) Interpreter: Ms. Aki HIGUCHI, Japan International Cooperation Center (JICE) 
 
Note: Dr. Hiroyuki Kumagai (Senior Researcher, Earthquake Research Department, National Research 
Institute for Earth Science and Disaster Prevention) was dispatched to Ecuador as a short-term expert 
of the Project, and assisted in the evaluation study. 
 
<Ecuadorian side> 
1) Joint evaluator: Dr. Minard Hall, Professor, IG 
2) Joint evaluator: Mr. Marco Eduardo Montesdeoca Freire, Risk Management Official, Risk 

Management Unit, Tungurahua 
Period of 
Evaluation 

From April 13, 2009 to May 1, 2009 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 
3-1 Achievement 
<Project Purpose> 
To enhance the capacity of volcano monitoring at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

Indicator: The quality of the volcanic activity information to organizations for disaster prevention is improved 
The Project Purpose, which is to enhance the monitoring capacity at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes, was 

achieved.  The volcano monitoring network of the Project is properly functioning and generating real-time observation 
data, which are used for advanced analyses. As a result, IG improved volcanic activity reports as well as supplementary 
information, and issued them timely.  For instance, at the time of the eruption of Tungurahua Volcano on August 16, 
2006, IG predicted the eruption by analyzing the data in comparison with those of the eruption observed in July 2006. 
Accordingly, volcanic activity information was sent from IG to organizations for disaster prevention, at least, nine hours 
before the pyroclastic flows occurred, which greatly contributed to saving many lives. 

 
<Outputs> 
Output 1: IG improves its capacity to obtain the data on volcanic activity including long-period and 
very-long-period events on a real time basis at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

Indicator 1-1: The data of volcanic activity including long-period and very-long-period events are acquired on a real 
time basis at the Institute. 
The data of volcanic activity including long-period and very-long-period events have been acquired on a real time 
basis at IG.  The counterpart researchers and technicians became capable of handling real-time data and of solving 
troubles of the monitoring networks.  Due to the saturation of 2.4GHz band at several sections of the data 
transmission, telemeter equipments were replaced with the new equipments for 5GHz band in the period between 
June and July 2008 at the IG base station, six repeater sites, and one observation station at Cotopaxi Volcano.  This 
replacement solved the data transmission problem and enabled IG to receive data smoothly. 
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Output 2: IG improves its capacity to process and store volcanic activity data properly including long-period and 
very-long-period events at Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes. 

Indicator 2-1: Continuous volcanic activity data are systematically monitored, and locations of the events are 
determined. 
Volcanic activities of Cotopaxi and Tungurahua have been monitored by using continuous data from the monitoring 
networks, and locations of events were determined. An automatic system to detect volcano seismic events was 
introduced, and the volcanic activities are systematically monitored at the both volcanoes. 

 
Indicator 2-2: Continuous data are stored, and wave forms are systematically catalogued. 
Continuous data from both the Cotopaxi and Tungurahua monitoring networks have been stored, and wave forms 
have been systematically catalogued. A database for seismic event data was developed. 

 
Output 3: IG enhances its capacity to analyze precursory signals of eruptions. 

Indicator 3-1: Two investigators are capable of more advanced quantitative analyses of long-period and 
very-long-period events and associated signals. Two other investigators can conduct same analyses under the 
guidance of the two investigators. 
Two researchers trained in Japan became capable of more advanced quantitative analyses of long-period and 
very-long-period events and associated signals.  In addition, two other researchers and five research students 
became capable of the quantitative analyses under the supervision of the two researchers trained in Japan.  Based on 
the research results, the counterpart researchers published research papers and made presentations at international 
conferences. 
 
Indicator 3-2: Capacity of analyzing other data is enhanced.  
The counterpart researchers became capable of analyzing tremor signals associated with lahars. 

 
Output 4: The results of the analyses are described properly in the volcanic activity reports. 

Indicator 4: Results of the analyzed data including long-period and very-long-period events are written in the 
volcanic activity reports. 
Results of the data analyses including long-period and very-long-period events were written in volcanic activity 
reports. 

 
Output 5: Improved volcanic activity reports and supplemental information are adequately received by 
organizations for disaster prevention. 

Indicator 5-1: Improved volcanic activity reports are regularly received by organizations for disaster prevention.  
Improved regular and special volcanic activity reports were received by approximately one hundred fifty 
organizations for disaster prevention by e-mail or fax. 
 
Indicator 5-2: Supplemental information is timely received by organizations for disaster prevention. 
When there were active volcanic activities, supplemental information was timely received by organizations for 
disaster prevention through IG’s special reports and more direct communication such as telephone conversations, 
wireless communication, and meetings.  Detailed volcanic activity information was provided through the website of 
IG. 
 
Indicator 5-3: Organizations for disaster prevention are satisfied with the improved reports and information. 
Many organizations for disaster prevention near the volcanoes are satisfied with the improved reports and 
information of IG in terms of their timeliness, preciseness, and reliability, according to interviews and questionnaire
survey. 

 
3-2 Implementation Process 

Since November 2006, after the previous evaluation study was conducted, the activities of the Project were carried 
out smoothly.  Installation of the equipments at the two observation stations at Tungurahua Volcano, which had been 
suspended due to active volcanic activities, was completed in July 2008.  In addition, the data transmission problem 
was solved by replacing the radio transmission equipments.  This enabled IG to receive data smoothly.  Although the 
equipments of one station at Tungurahua Volcano were stolen in June 2008, these were eventually recovered and 
reinstalled with security cages in April 2009.  All the activities including data acquisition, accumulation and analysis 
were implemented smoothly in general, although data acquisition was temporarily affected by external factors such as 
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pyroclastic flows and ash falls from Tungurahua Volcano. 
The project team managed the Project properly based on Project Design Matrix (PDM) and Plan of Operations (PO). 

The previous terminal evaluation report in 2006 recommended that both Japanese and Ecuadorian sides should 
introduce a mechanism for managing and monitoring the Project.  Although a special mechanism for project 
management and monitoring was not additionaly introduced, JICA Ecuador Office was upgraded from the Volunteer 
Coordination Office in 2007, and has played a morel significant role to manage and monitor the project operations. This 
greatly contributed to the effective management and monitoring of the Project.  

Although two counterpart researchers had left IG by the time of the previous terminal evaluation, two other 
researchers trained in Japan became capable of data acquisition, accumulation and analyses.  After the previous 
terminal evaluation, none of the counterpart researchers left IG. 

Both Japanese and Ecuadorian sides implemented the Project with high motivation.  Communication between 
Japanese experts and Ecuadorian counterparts was generally good. 
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

 Relevance is high.  This project has a high compatibility with the policy and needs of GoE in disaster management 
as well as the Official Development Assistance (ODA) policy of the Government of Japan (GoJ) for Ecuador. 

The importance of the disaster reduction and disaster monitoring is stated in the National Development Plan for 
2007-2010, Article 389 and 390 of Constitution, and the draft National Strategy for Disaster Risk Reduction for 
2008-2013. 

The three priority areas in the ODA policy of GoJ for Ecuador are poverty reduction, environmental protection, and 
disaster prevention, which were agreed at the Economic Assistance Policy Dialogue in 2005.  Therefore, volcano 
monitoring for disaster prevention has a high compatibility with the ODA policy of GoJ for Ecuador. 

Appropriateness of the approach taken by the Project was high.  It was appropriate to select Tungurahua and 
Cotopaxi Volcanoes as the monitoring targets, whose disaster risks were the highest in Ecuador.  As Japan has a 
comparative advantage in the volcano monitoring technologies, the cooperation in enhancing volcanic monitoring 
capabilities was highly relevant. 

The appropriateness of IG as the counterpart organization was high.  It is highly possible that IG will continue to be 
the only organization in Ecuador for volcano monitoring and risk analysis as designated by the President’s Order 3593, 
which entered into force in 2003. 

 
(2) Effectiveness 

Effectiveness is high.  Outputs have been achieved sufficiently as a result of the activities carried out. As the 
capacity of monitoring Cotopaxi and Tungurahua Volcanoes has been enhanced by the Project, it is judged that the 
project purpose has been achieved. 

The equipments such as broadband seismometers and microphones made possible for IG to obtain high quality 
real-time data from the Cotopaxi and Tungurahua monitoring networks, which could not have been obtained by 
short-period seismometers.  The improved data quality led to the better understanding of the magmatic processes of the 
volcanoes.  During the project extension period, the technical transfer of data analysis using the equipment provided 
through this Project has made a significant progress. Volcanic activity reports based on the analysis results have been 
timely sent to organizations for disaster prevention. 
 
(3) Efficiency 

Efficiency is high.  The inputs provided by the Project have been almost fully utilized. Both Japanese and 
Ecuadorian sides provided adequate inputs to the Project. 
  The Japanese experts had strong commitment and advanced expertise, and carried out the expected technical transfer. 
Training in Japan was also effectively implemented.  Through training courses in Japan, skills and techniques
necessary for volcanic observation and data analysis were transferred to counterpart researchers, and they have been
applying the skills and techniques to their routine work at IG. 

The equipments supplied by the Project were well utilized for carrying out the activities.  All the equipments
supplied were adequate for the technical transfer.  Operation and maintenance of the equipments have been good, and 4 
technicians and 8 field assistants have been properly operating and maintaining the equipments. 

The Ecuadorian side allocated sufficient number of personnel with adequate expertise.  Although two counterpart 
researchers left IG after the counterpart training in Japan, two other counterpart researchers who also received
counterpart training in Japan have been carrying out the project activities.  The Ecuadorian side has also provided 
equipments and budget necessary for the project activities, which facilitated the smooth implementation of the Project.  
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(4) Impact 

As some indicators of the Overall Goal have already been fulfilled, the enhancement of the capacity of mitigating 
volcanic disasters in Ecuador has been observed.  Therefore, the impact of the Project is high at this point. 

For example, the organizations for disaster prevention in counties and provinces, represented by the Centers for 
Emergency Operations (COEs), formulated and updated disaster management guidelines, i.e. contingency plan for risks 
including volcanic disasters, and took actions in line with the guidelines.  In case of the eruptions of Tungurahua 
Volcano in July and August 2006, and February 2008, IG timely issued special reports and information to organizations 
for disaster prevention, and most of the endangered residents evacuated following the alerts by the local administrations. 

Furthermore, building upon the achievement of the Project, IG started a new project funded by the National 
Secretariat of Science and Technology (SENACYT) to strengthen the monitoring capacity of other active volcanoes in 
Ecuador.  Therefore, it is highly expected that the capacity of monitoring of other active volcanoes will be improved in 
the near future. 

Unexpected positive impacts were observed in the research and social aspects. 
In research aspect, it is noteworthy that the discovery of very-long-period events before eruptions accompanying 

pyroclastic flows at Tungurahua Volcano led to the better understanding of the eruption mechanism.  It is also worth 
mentioning that the magmatic processes have been better understood by the analyses of very-long-period events at 
Cotopaxi Volcano.  Based on the observation data and analysis results acquired through the project activities, academic 
papers dealing with Tungurahua and Cotopaxi Volcanoes were published in prestigious international journals such as 
“Journal of Volcanology and Geothermal Research” and “Eos Transactions of the American Geophysical Union”, which 
contributed to a higher international reputation of IG in the field of volcano monitoring and research. 

In social aspect, the enhancement of the social reliability of IG was observed.  For example, the mutual 
understanding between the Baños Tourism Association and IG was improved by a meeting between them in November 
2008 that was held as a part of project activities, despite the fact that the association had been hostile to IG because 
tourism business owners thought the volcanic activity information of IG would affect their business. 

No negative impact was recognized so far. 
 
(5) Sustainability 

Sustainability is high in all the political, technical and financial aspects.  The Ecuadorian government policy 
promoting volcanic disaster prevention through enhancement of volcano monitoring will be maintained.  It is highly 
possible that the President’s Order 3593 designating IG as the only organization in Ecuador for volcano monitoring and 
risk analysis will be maintained. 

Technical sustainability is high.  IG has incorporated the acquired skills and techniques by the Project in the routine 
work ranging from data acquisition to information dissemination.  Furthermore, the development of the automatic 
system to analyze seismic signals and the compilation of the operation manual contributed to the enhancement of the 
technical sustainability.  As there are four technicians who can fully operate and maintain the equipments provided by 
the Project and eight field assistants who can assist the technicians properly, sustainability in terms of the operation and 
maintenance of equipment and monitoring network is judged high.  It is also expected that the counterpart researchers 
can continuously update their expertise in volcano monitoring and analysis through the research collaboration
agreement with NIED. 

Financial sustainability is generally high.  IG’s funding sources include budget allocation from the government; 
contributions from private sectors; support from international organizations; and income from consulting services. 
Therefore, it is highly expected that the maintenance and operation costs will be secured.  Furthermore, the 
government approved a budget (nine million USD) for a new project of IG to enhance the earthquake and volcano 
monitoring capabilities in Ecuador. Some uncertainties remain in the government funding of this new project due to 
effects of the current economic crisis. 
 
3-3 Factors that promoted the realization of project effects 
(1) Factors concerning to Planning 

None. 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 

One of the factors that promoted realization of effects was that the Japanese experts and counterpart researchers had 
high motivation for enhancing the volcano monitoring capacity.  Because only short-term experts were dispatched to 
the Project, there were many periods when Japanese expeters were absent in IG. During the absence of the Japanese 
experts, the counterpart researchers and technicians carried out the project activities on their own, utilizing the skills 
transferred by the Japanese experts. 
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The previous terminal evaluation report in 2006 recommended that both Japanese and Ecuadorian sides should 
introduce a mechanism for managing and monitoring the Project.  Although a special mechanism for project 
management and monitoring was not additionally introduced, JICA Ecuador Office was upgraded from the Volunteer 
Coordination Office in 2007, and has played a more significant role to manage and monitor the project operations. This 
greatly contributed to the effective management and monitoring of the Project. 

 
3-4 Factors that impeded the realization of project effects 
(1) Factors concerning to Planning 

None. 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 

The destruction of volcano monitoring equipment by the eruptions of Tungurahua Volcano between July and August 
2006, and data transmission failures due to saturation of the frequency band greatly affected data collection. However, 
these problems were solved afterwards by rehabilitating and replacing the equipment, and IG is able to obtain 
monitoring data smoothly now. 

The equipments of one station at Tungurahua Volcano were stolen in June 2008, but these were eventually recovered 
and reinstalled with security cages in April 2009. 

The observation was tentatively suspended between December 2007 and February 2008 because the solar panel could 
not generate power due to accumulating ashes from Tungurahua Volcano. 
 
3-5 Conclusions 

The Project was implemented smoothly in the extension period of the Project.  Outputs have been fully produced as 
expected, and the Project Purpose has been achieved.  Some indicators for the Overall Goal have also been met. 
Therefore, the Project should be completed at the end of April 2009 as planned. 
 
3-6 Recommendations 
(1) Continuation of capacity development 

Although it is desirable for IG to retain its staff members on a long-term basis from the perspective of institutional 
capacity development, a certain extent of turnover of personnel is inevitable. Therefore, IG should prepare for it by 
promoting internal knowledge and technology transfer among its personnel, particularly for those skills and techniques
acquired through the Project.  Furthermore, IG should keep updating its expertise in volcanic monitoring and analysis
as well as exploring scientific advancement of volcano research through joint research and research exchange programs 
with Japanese and other overseas universities and research institutions. 
 
(2) Maintenance and replacement of the equipments 

IG, in cooperation with related authorities and organizations, should take necessary measures to appropriately 
maintain the volcano monitoring and analysis system and its component equipments, including anti-theft measures for 
the equipments installed in the field.  IG should also make a fiscal and operational plan for the replacement of the 
equipments provided through the Project, in order to ensure the continuity of the volcano monitoring and analysis 
system. 
 
(3) Outreach activities 

Further to its previous efforts, IG should broadly disseminate scientific information and knowledge, acquired through 
the volcano monitoring and analysis, to promote better understanding of the risks of volcanic disasters among central 
and local organizations for disaster prevention, local risk management groups, and residents in high-risk zones. 
 
(4) Implementation of volcanic disaster management 

In order to reduce volcanic disasters, volcano monitoring of IG has to be combined with risk management and 
emergency response that must be strengthened by Technical Secretariat of Risk Management and local administrations 
in volcanic high-risk zones. 
 
3-7 Lessons Learned 
(1) The research collaboration between IG and NIED advanced IG’s volcano research, which contributed to the 
achievements of the Project.  Therefore, for a technical cooperation project with a research institution, a mechanism to 
promote scientific advancement will enhance the motivation of counterparts and, thus, contribute to achievements of the 
project. 
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(2) For a technical cooperation project for natural hazard monitoring and disaster reduction, close contact during normal 
time (in non-emergency situations) between the scientists of the natural hazard monitoring institution and the local 
communities/organizations for disaster prevention is important in order to provide information directly and timely in 
simple language, which contributes to disaster reduction. 
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第1章 評価調査の概要 

1-1 終了時評価調査の経緯 
エクアドル共和国は、アンデス山脈の山麓に位置し、トゥングラワ火山、コトパキシ火山をはじめ、

現在も噴火を続ける活動的火山が多く存在する（添付資料 21）。こうした火山の麓の災害危険地域に

は多くの人々が生活しており、火山災害の軽減はこの国の重要な課題の一つである1。 

エクアドルにおける 11 の活火山のモニタリングは、国立理工科大学の地球物理研究所（Instituto 
Geofísico：IG、以下 IG）の地震部門の火山性地震観測セクションにより実施されている2（組織図は

添付資料 23）。2003 年 1 月に発行された大統領令 3593 により、エクアドルにおける正式な火山及び

地震の監視機関に指定されており、モニタリングを実施している 11 のすべての火山についてハザー

ドマップを作成しており3、エクアドルにおける火山防災に対しても大きな役割を果たしている（ト

ゥングラワ火山およびコトパキシ火山のハザードマップは添付資料 22 のとおり）。かつて、IG によ

る火山モニタリングは主に短周期の地震計ネットワークを用いて進められ、このネットワークで噴火

の前兆的現象と密接に関連した地震波のデータを取得し、そのデータをもとに IG が火山活動レポー

トを作成して防災関係機関へ定期的に発信するという体制が組まれていた。 

しかしながら、IG が設置していた地震計は短周期の地震波のみをとらえるものであり、火山活動

の初期に見られるゆっくりとした振動（微動）を観測することができず、噴火の予兆を十分に把握す

ることができなかった。そのため、火山内部の活動状況を十分に反映した火山活動レポートを作成す

ることができなかった。各防災関係機関がより適切な災害軽減対策を取れるよう、火山活動レポート

を改善し発信することが必要であった。こうした理由から、火山活動をより正確に把握するため、長

周期の地震波を観測することのできる広帯域地震計、及び空振計の導入と、リアルタイムのデータの

収集システム、それによって得られる定量的なデータの解析技術の導入が急務であった。 

こうした状況のもと、2002 年 7 月、エクアドル国政府から日本政府に対し、火山モニタリングに

関する技術協力の要請がなされた。これを受けて、2004 年 5 月、独立行政法人国際協力機構（Japan 
International Cooperation Agency：JICA）は、IG をカウンターパートとして「火山監視能力強化プロジ

ェクト」を開始した。 

2007 年 4 月 30 日にプロジェクトが終了するにあたり、JICA では、これまでの実績を確認し、残

るプロジェクト期間の対応を協議するため、2006 年 11 月に終了時評価調査団を派遣した。同調査の

結果、2006 年の 7 月から 8 月にかけて発生したトゥングラワ火山（2 つの観測対象火山のひとつ）の

噴火によってプロジェクトで設置した火山モニタリング機器が被害を受け、火山観測データの解析技

                                                        
1 2004 年の推計で、コトパキシ火山周辺の災害危険地域に 10 万人、トゥングラワ火山周辺の災害危険地域に 2 万人

（計 12 万人）が暮らしているとのことである。当該地域の人口増加率が年 2％であることから、2009 年現在、約 13
万 2 千人と推計される。また、トゥングラワ火山の麓にはバニョスなどの観光保養地があることから、週末や観光シ

ーズンにはトゥングラワ火山周辺地域の人口は 5 万～7 万人に膨れ上がるとのことである。 
2 IG が所属する国立理工科大学は、大統領の管轄下である国家教育審議会に属する。IG は組織図のとおり、火山・地

震・技術・総務の 4 部門から構成される。火山部門と地震部門は、その研究手法により区別されており、前者が地質・

岩石・地球化学的手法、後者が地球物理的手法を用いており、火山監視は地震部門の火山性地震観測セクションによ

り行われている。 
3 事前評価時（2004 年）にはハザードマップの作成対象は 10 火山だった。 
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術指導に必要なデータが収集できなくなったことから、2007 年 5 月 1 日から 2009 年 4 月 30 日まで 2
年間延長し、火山モニタリングネットワークを復旧し完成させるとともに、同ネットワークにより取

得されるデータを用いて解析技術を指導することにより、プロジェクト目標の完全な達成を目指すべ

きとの提言がなされ、同提言を受けて、2007 年 4 月に延長に係る討議議事録が署名された。2009 年

4 月 30 日にプロジェクトの延長期間が終了するにあたり、2009 年 4 月 13 日から 4 月 25 日にわたり、

益田信一（国際協力機構地球環境部水資源・防災グループ防災第二課長）を団長とする終了時評価調

査団が派遣された。 

1-2 終了時評価の目的 
終了時評価の目的は以下の通りである。 

1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan 
of Operation：PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果達成度、プロジェ

クト目標達成度を確認する。 
2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジェク

トの評価を行う。 
3）プロジェクト終了後の対応方針等について提言を行うとともに、類似の技術協力案件への教

訓を抽出する。 

1-3 調査団の構成と調査期間 
本終了時評価団のメンバーは以下のとおりである。 

＜日本側＞ 
益田信一（団長・総括） 国際協力機構地球環境部水資源・防災グループ防災第二課長 
佐藤一朗（協力評価） 国際協力機構地球環境部水資源・防災グループ防災第二課 
三浦順子（評価分析） グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 
樋口安紀（通訳） 財団法人日本国際協力センター 
 
注： 終了時評価団員ではないが、防災科学技術研究所（National Research Institute for Earth Science 

and Disaster Prevention：NIED）地震研究部主任研究員の熊谷博之氏も、調査団と同時期に短

期専門家として派遣され、終了時評価調査に協力した。 
 

＜エクアドル側＞ 
Dr. Minard Hall     国立理工科大学地球物理研究所（IG）研究員 
Mr. Marco Eduardo Montesdeoca Freire  トゥングラワ州リスク技術管理部 職員 
 
合同評価報告書、調査日程、面談者リストは、添付資料 2、3、4 のとおりである。 

1-4 対象プロジェクトの概要 
プロジェクトの概要は以下の通りである。詳細は添付資料 5 の PDM（Version 2, 2007 年 4 月 25 日

更新）を参照。 
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上位目標： 
エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 

 
プロジェクト目標： 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力が向上する。 
 
アウトプット： 

アウトプット 1 
コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波データを含む火

山活動のデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善する。 
アウトプット 2 

コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波のデータを含む

火山活動データを適正に処理、蓄積できるよう IG の能力が改善する。 
アウトプット 3 

IG の噴火の前兆の解析能力が高まる。 
アウトプット 4 

解析結果が適切に火山活動レポートに記述される。 
アウトプット 5 

改善された火山活動レポートと補足情報が防災関係機関により適切に受領される。 

1-5 エクアドルにおける火山・防災体制の概要 
エクアドルでは、これまで国家防災局（Defensa Civil）が防災（主に緊急対応）に関する中核機関

であった。しかし、災害リスクの軽減ならびに緊急事態及び災害により総合的に対応する組織をつく

る必要があるとして、2008 年 4 月、大統領令 1046-A（添付資料 18）により、国内外安全保障調整省

（Ministerio Coordinador de Seguridad Interna y Externa: MCSIE）に所属する機関として、国家リスク管

理技術局4（Secretaría Técnica de Gestión de Riesgos: STGR）が防災に関する中核機関となった。これに

より、国家リスク管理技術局は、国家防災局の全ての権限、機能等を引き継ぐこととなった5。添付

資料 19 のとおり、現行の国家防災システムは大統領をトップとし、国家科学技術事務局（Secretaría 
Nacional de Ciencia y Technologia: SENACYT）、国内外安全保障調整省（MCSIE）、国家リスク管理技

術局（STGR）、科学技術委員会6、国防省、警察、消防、州および市7防災会議などから構成され、こ

のシステムは次のように運用されている。科学技術委員会より火山の監視データに異常があるとみな

された場合に、STGR ならびに関係する州・市の防災会議（委員会）に連絡がなされる。科学技術委

員会は様々な機関によって構成されているが（添付資料 20）、火山に関してはその監視を行っている

IG が中心的な役割を果たしている。緊急時には緊急オペレーションセンター（Centro de Operaciones 
Emergentes: COE）と呼ばれる緊急委員会が、国、州および市レベルで災害の規模に応じて招集され

                                                        
4 国家リスク管理技術局の過去 1 年間の予算は 600 万ドルである。 
5 大統領令 1046A 第 3 条によれば、旧国家防災局のボランティアとして活動してきた有志は、今後国家リスク管理技

術局のボランティアとして活動すると書かれているが、バニョスなど地方においては、ボランティアは未だ自らを国

家防災局のボランティアとして認識しており、中央レベルの決定と地方の実態が異なる可能性がある。 
6 国家リスク管理技術局の一部。 
7 スペイン語の Canton は「郡」とも訳されるが、当該報告書では「市」と表記することとする。 
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る。COE を招集するのは、国レベルでは国家リスク管理局（旧：国家防災局）、州レベルでは州防災

会議、市レベルでは市防災会議である。COE の役割としては、状況の評価、とるべき対策の策定、

住民避難勧告、火山警戒警報レベルの決定などである。 
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第2章 評価の方法 

2-1 評価の手法 
本評価調査は、JICA のプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）

の評価手法を用いて実施した。PCM を用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配置した

PDM に基づいた評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」

「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の評価 5 項目の観点（後述）からの収集データの

分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、という流れからなっている。PDM の概要については、

次のとおりである。 

上位目標 達成されたプロジェクト目標による貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目標
であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト 

アウトプット プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければなら
ない、短期的かつ直接的な目標 

活動 アウトプットの目標を達成するために投入を効果的に用いて行う具体的
な行為 

指標 プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもので、
客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトでは
コントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 
投入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 
調査にあたっては、カウンターパート、プロジェクト専門家、機材設置技師、及び防災関連機関担

当者に対するアンケート調査とインタビューを行い、プロジェクトで設置した施設の視察を行った。

これに基づき、合同評価チームが実績を確認し、後述する 5 項目評価に基づいて評価を行い、提言・

教訓を取りまとめた。 

2-2 評価基準 
本評価調査における評価 5 項目の定義は次の通りである。 

妥当性 プロジェクト目標及び上位目標の妥当性を、エクアドル政府開発政策・ニー

ズ、日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策との整

合性の観点から検討する。 
有効性 プロジェクトのアウトプットの達成の度合い、及びアウトプットがプロジェ

クト目標の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 
効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 
インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 
自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、政策

的（制度的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発展性

の見込みを考察する。 
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2-3 評価のデザイン 
評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録、PDM、事前評価調査報告書、実施協議調査報

告書、専門家報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づき、評価項目案を作成した。評価項目は、

評価分析団員が、評価調査団及びプロジェクト関係者との協議を経て確定されたものである。主な評

価項目は、次に示すとおりである。評価グリッドの詳細は添付資料 6 のとおりである。 

評価設問 5 項目その他

の基準 大項目 小項目 
エクアドル側 
カウンターパートとスタッフの配置 
資機材の提供 
ローカルコスト 

日本側 
専門家派遣 
資機材の供与 
カウンターパート研修 

投入の実績は予定通りか。 

ローカルコスト支援 
アウトプット１：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山にお

いて長周期及び超長周期地震波データを含む火山活動に関す

るデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善

する。 
アウトプット２：長周期及び超長周期地震波のデータを含む

火山活動データが適正に処理、蓄積されるよう IG の能力が

改善する。 
アウトプット３：IG の噴火の前兆の解析能力が高まる。 
アウトプット４：解析結果が適切に火山活動レポートに反映

される。 

アウトプットは達成され

ているか。 

アウトプット５：改善した火山活動レポートと補足情報が防

災関係機関に適切に受領される。 
プロジェクト目標は達成

されるか。 
コトパキシ火山及びトゥングラワ火山における火山監視能力

が向上する。 

実績の検証 

上位目標の達成の見込み

はあるか。 
エクアドルにおける火山災害軽減能力が向上する。 

活動は予定通り行われたか。 活動の進捗状況は予定通

りか。 活動の進捗に影響を与えた要因は何か。 
実施・運営体制は適切か。 
モニタリングの仕組みは適切か。 
PDM の修正は適切に行われたか。 
外部条件の変化に応じた対応は行われたか。 

モニタリングは適切に実

施されているか。 

JICA 本部・在外事務所はモニタリング機能を適切に果たした

か。 
専門家とカウンターパートのコミュニケーションは円滑に行

われたか。 
専門家とカウンターパー

トとの関係は適切か。 
問題が生じた際に適切な解決方法がとられたか。 
カウンターパートのイニシアティブは高いか。 
IG はプロジェクトに対しどのような関わり方をしたか。 
プロジェクト実施に際し十分な予算配分を行ったか。 

相手国実施機関のオーナ

ーシップは高いか。 

プロジェクト実施に際し適切な人員配置を行ったか。 

実施プロセス

の検証 

防災関係機関との連携 防災関係機関との連携はより強化されたか。 
1.1 エクアドル国の開発計画に照らした上位目標とプロジェ

クト目標の妥当性 
1. 妥当性 上位目標とプロジェクト

目標は日本と相手国の政

策及びターゲットグルー

プのニーズと整合してい

1.2 エクアドル国のニーズに照らした上位目標とプロジェク

ト目標の妥当性 
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1.3 日本の ODA 政策に照らした上位目標とプロジェクト目

標の妥当性 
るか。 

1.4 手段としての適切性 
2.1 プロジェクト目標の達成度 
2.2 各アウトプットのプロジェクト目標達成との関連性 
2.3 活動・アウトプット・プロジェクト目標の関係の適切性・

論理性 

2. 有効性 プロジェクトの実施によ

り、期待される効果が得ら

れているか。プロジェクト

は有効であるか。 
2.4 外部条件の影響 
3.1 日本側投入の適切性 投入の規模、時期、コスト、

効果は適切であったか。 3.2 エクアドル国側投入の適切性 
3.3 投入の活用度 投入はどのように活用さ

れ管理されたか。 3.4 プロジェクト運営管理体制 
3.5 アウトプットの達成度 

3. 効率性 

アウトプットは十分達成

されているか。 3.6 外部条件の影響 
4.1 上位目標達成の見込み プロジェクト実施の効果

はあるか。 4.2 上位目標の達成に対するプロジェクトの貢献度 
4.3 予期しなかった正のインパクト 予期しないインパクトが

見られたか。 4.4 予期しなかった負のインパクト 

4. インパクト 

外部条件の影響を受けた

か。 
4.5 外部条件の影響 

5.1 政策的（制度的）側面 
5.2 財政的側面 

プロジェクトの便益は今

後も持続するか。 
5.3 技術的側面 

5. 自立発展性 

自立発展性に関する貢献

要因・阻害要因は何か。 
5.4 貢献要因・阻害要因 

 
上記評価グリッドに基づき、アンケートを作成しインタビューを行った。評価グリッドの各項目に

対する結果を添付資料 7 に、専門家・カウンターパート用質問票および集計結果を添付資料 8 に、防

災関係機関用アンケートの結果を添付資料 9 に示す。 
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第3章 プロジェクト実績 

3-1 投入実績 
日本側、エクアドル側は、討議議事録及び PDM に基づき、以下の投入を行った。 

日本側 
（1）専門家派遣 

地震観測、地震解析、観測網構築総括、火山防災、プロジェクト総括の分野で日本人専門家

を派遣した。詳細は添付資料 10 の通り。 

（2）本邦研修 
IG の 4 名（延べ 5 名）を対象に本邦研修を実施した。詳細は添付資料 11 のとおり。 

（3）機材供与・技師派遣 
観測用機材等総額 225,311 千円の機材供与を行った。機材供与一覧は添付資料 12 の通り。

また、機材に関連し、設置に伴う技師派遣費用を負担した。 

（4）プロジェクト関係費用 
日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。 

なお、日本人専門家派遣、カウンターパート研修、機材供与・技師派遣を含め、本プロジェクトに

支出した費用の詳細は 333,925 千円であり、添付資料 13 のとおり。 

エクアドル側 
（1）カウンターパート 

IG は研究員、技師、総務など合計 31 名のカウンターパートを配置した。うち、データ解析・

全体調整 15 名、機材担当 16 名である。詳細は添付資料 14 のとおり。 

（2）ローカルコスト 
観測点・中継点の設置に必要な人件費及び車両・馬・ラバを提供した。その他プロジェクト

のために負担した費用の合計は 406,582.39 ドルである。詳細は添付資料 13 のとおり。 

3-2 活動の実績 
PDM Version 2及び POに基づき活動が実施されたことが確認された。詳細は以下のとおりである。 
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活動実績 
 活動項目 活動実績 

アウトプット 1：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波データを含む

火山活動に関するデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善する。 
1-1 火山観測機材を設置する。 2006 年 7 月に、コトパキシ火山については 5 点すべての

観測点の設置が完了した。 
 
トゥングラワ火山については、予定していた 5 点のうち 3
点（BRUN、BCUS、Bmas）が 2006 年 7 月に日本側と IG
の協力により設置された。しかし、2006 年７月 14 日及び

8 月 16 日の噴火による被害で 3 点のうち 2 点（BCUS と

Bmas）が使用できなくなった。2006 年 9 月と 2007 年 8
月8に、エクアドル側で、プロジェクトにより供与された

機材を用いて 2 観測点（BPAT と BMAS）を設置し、観

測点は 3 点となった。2008 年 6 月～7 月、日本側と IG の

協力により、2 観測点（BBIL、 BULB）と 1 中継点（Tablon）
が設置され、予定していたすべての 5 観測点が設置され

た。 
 
2008 年 6 月に、トゥングラワ火山の BPAT 観測点の機材

が盗難の被害に遭ったが、付近に隠されていた主要機材

が発見され、2009 年 4 月に盗難防止用ケージと共に再設

置された。 
1-2 火山観測機材を適正に維持する。 IG だけで適切な維持管理を行っている。 
1-3 火山観測機材を適正に操作する。 IG だけで操作を適切に行っている。 
アウトプット２：コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波のデータを含

む火山活動データが適正に処理、蓄積されるよう IG の能力が改善する。 
2-1 長周期及び超長周期地震波を含む火

山活動データの処理が可能なソフト

ウェアを開発する。 

長周期及び超長周期地震波を含む火山活動データの処理

が可能なソフトウェアを開発した。 
 
また、長周期及び超長周期地震波を含む火山性地震の震

源地とメカニズムを推定できる自動検出システムを開発

した。 
 
さらに、土石流監視のプログラムも自動イベント検出シ

ステムと連携させて、自動的に火山性土石流（ラハール）

の発生場所を推定できるシステムを構築した。 
2-2 データ処理の訓練を行う。 生データのバックアップ及びデータベース作成のための

プログラミングに関する指導を行った。 
2-3 処理されたデータの集計、蓄積を行

う。 
コトパキシ・トゥングラワ火山とも、データの集計・蓄

積を行っている。 
アウトプット３：IG の噴火の前兆の解析能力が高まる。 
3-1 データ解析の訓練を行う。 短期専門家による現地での指導、及び日本における研修

を通じて、定量解析技術（震源決定、波形インバージョ

ン、土石流監視など）の訓練を行った。 
3-2 データ解析に基づき火山活動の解釈

をする。 
訓練を受けた研究員及びその研究員から技術移転を受け

た研究員が、データ解析結果に基づき火山活動の解釈を

行っている。 
アウトプット４：解析結果が適切に火山活動レポートに反映される。 
4-1 火山活動レポートの技術的に改善す

べき点を明確にする。 
火山活動レポートの技術的に改善すべき点、例えば震源

決定の改善やイベントの詳細な分類などを明確にした。

                                                        
8 評価会においては 2007 年 5 月に BMAS が設置されたとの情報が IG より提供され、合同評価報告書にはその旨が記

載されたが、その後同年 8 月に設置されたことが確認された。 



 3-3

4-2 火山活動レポートを技術的な側面で

改善する。 
火山活動レポートに、改善された震源決定やイベントの

詳細な分類などが記載されるようになった。 
アウトプット 5：向上した火山活動レポートと補足情報が防災関係機関で適切に受領される。 
5-1 火山活動レポート・情報を提供する

防災関係機関を類型化する。 
約 150 の防災関係機関が、火山活動レポート・情報を送

付する機関としてメーリングリストに登録されている

（添付資料 24）。主な機関は、中央・地方行政府、軍、

防災関係機関、民間企業、マスコミ、大使館、国際機関

等。 
5-2 火山活動レポート・情報の内容が防

災関係機関にとって理解しやすいよ

う改善点を明らかにする。 

一連の火山防災セミナーが開催された（添付資料 15）。

火山防災の日本人専門家により火山情報の普及における

改善点が示された。 
5-3 5-2 に基づいて火山活動レポート・

情報を改善する。 
防災関係機関が理解しやすいよう、火山活動の技術面に

偏らない要約を火山活動レポートに入れるようにした。

さらに技術的な情報は、専門用語の解説と共に IG のウェ

ブサイトにおいて提供している。 
5-4 火山活動レポートと補足情報を防災

関係機関に定期的に送付する。 
IG は、トゥングラワ火山の日刊・特別レポートを、コト

パキシ火山の週刊・特別レポートをメーリングリストの

すべての機関に送付している。また、メールアクセスが

ない機関にはファクスで送付している。日刊・週刊・月

刊・特別レポートはすべて IG のウェブサイトで公開して

いる。 
また IG は、電話や無線、会合など、地方政府や防災関係

機関、マスコミと必要に応じ直接コミュニケーションを

とっている。 
 

3-3 アウトプットの実績 
各アウトプットの実績は以下のとおりである。 

 

アウトプット１： 
「コトパキシ火山及びトゥングラワ火山において長周期及び超長周期地震波データを含む火山活動

のデータがリアルタイムで取得できるよう IG の能力が改善する」 

 指標 終了時評価時点の結果 

1-1 長周期及び超長周期地震波を含む火山活

動データが IG においてリアルタイムで

取得される。 

長周期及び超長周期地震波を含む火山活動データが IG におい

てリアルタイムで取得されている。 
 
カウンターパートの研究員及び技師が、リアルタイムデータ

の取り扱い、及び観測網の問題解決ができるようになった。

 
一部の通信区間における 2.4GHzの周波数帯の通信飽和状態が

起こり、データ通信障害が発生していたため、2008 年 6～7 月

に、5GHz 用の無線機材への入れ替えが行われた。対象となっ

たのは、IG 基地、無線中継点 6 ヵ所（Shincholagua, Clirsen, 
Putzulagua, Pilisurco, Igualata, Loma Grande）、及びコトパキシ火

山の BMOR 観測点である。この入れ替えにより、通信障害は

解消され、IG においてデータが円滑に取得できるようになっ

た。 

 

アウトプット 2： 
「長周期及び超長周期地震波のデータを含む火山活動データを適正に処理、蓄積できるよう IG の能

力が改善する」 
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 指標 終了時評価時点の結果 

2-1 連続的な火山活動データが系統的に監視され、火

山活動の発生源が決定される。 
コトパキシ・トゥングラワ火山とも、観測網からの連

続的な火山活動データにより監視され、火山活動の発

生源が決定されている。 
 
自動イベント検出システムが両火山に導入され、火山

活動が系統的に監視されている。 
 

2-2 連続データが蓄積され地震の波形データがデータ

ベース化される。 
 

両火山とも、取得された連続データは蓄積され、波形

データは系統的に保存されている。イベントデータに

ついては、データベース化のためのシステムが構築さ

れた。 

 

アウトプット３： 
「IG の噴火の前兆の火山活動の解析能力が高まる」 

 指標 終了時評価時点の結果 

3-1 長周期や超長周期地震波や関連する兆候の解析に

ついてより高度な定量解析が可能な研究員が 2 人

育成される。この 2 人の研究員の指導の下で同様

の解析ができる研究員が、2 人育成される。 

本邦研修に参加した研究員 2 名が、長周期や超長周期

地震波や関連する兆候の解析についてより高度な定

量解析をできるようになった。また、ほかの研究員 2
名、研究生 5 名も、本邦研修参加者の指導のもとで定

量解析ができるようになった。 
なお、本プロジェクトの成果に基づいて、添付資料

16 の通り、様々な論文や国際学会において発表が行

われている。 
3-2 その他の観測データの解析能力が高まる。 カウンターパート研究員が火山性土石流（ラハール）

に関連した微動シグナルを分析できるようになった。

 

 
アウトプット 4： 
「解析結果が適切に火山活動レポートに記述される」 

 指標 終了時評価時点の結果 

4 長周期及び超長周期地震波を含むデータ解析結果

が火山活動レポートに記載される。 
長周期及び超長周期地震波を含むデータ解析結果が

火山活動レポートに記載された。 

 
アウトプット 5： 
「向上した火山活動レポートと補足情報が防災関係機関により適切に受領される」 

 指標 終了時評価時点の結果 

5-1 改善された火山活動レポートが定期的に防災関係

機関に受領される。 
改善された定期・特別火山活動レポートが、メールま

たはファクスにて約 150 の防災関係機関に受領され

ている。 
5-2 補足情報が防災関係機関に適時受領される。 補足情報が、特別レポート、電話・無線・会議などに

よる直接的なコミュニケーションにより、防災関係機

関に適時受領された。詳細な情報は、IG のウェブサ

イトにおいて提供された。 
5-3 防災関係機関が改善されたレポートや情報に満足

する。 
インタビューやアンケートの結果によれば、多くの防

災関係機関が改善されたレポートや情報に、適時性、

正確さ、信頼性の点において満足している。 
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3-4 実施プロセス 
前回の終了時評価が実施された 2006 年 11 月以降、プロジェクトは全体的に円滑に実施された。課

題となっていたトゥングラワ火山の 2 観測点（BBIL 及び BULB）への機材の設置も 2008 年 7 月に完

了した。無線障害も無線機材の入れ替えにより解消され、IG においてデータが円滑に取得できるよ

うになった。2008 年 6 月に、トゥングラワ火山の 1 観測点の機材が盗難に遭ったが、幸い観測点付

近に隠されていた主要な機材が見つかったため復旧され、2009 年 4 月に盗難防止用ケージと共に再

設置された。なお、トゥングラワ火山は 2006 年の 7～8 月の噴火以降、2007 年末から火山活動が再

度活発化してきており、火山灰により太陽光パネルの発電ができずに、2007 年 12 月から 2008 年 2
月にかけて、観測が一時的に中断することがあった。 

以上のとおり、機材の盗難やトゥングラワ火山の火山灰などの外部条件の影響のため、一部データ

の取得に欠損があるものの、全体的にはデータの取得、蓄積、解析が進み、解析結果が火山活動レポ

ートに記述されている。また、火山活動レポートの改善も進み、改善された火山活動レポートが防災

関係機関に定期的及び随時受領され、活用されている。このことは、2006 年の終了時評価において

提言された、データの取得・解析から防災関係機関への情報発信までの一連の作業のルーティン化が

進んだことを示している。また、これまでの地道な啓発活動に加えて、防災関係機関及び自治体に対

する火山情報の活用方法を理解してもらうための普及活動も IG によって各地域において実施され、

防災関係機関との連携がより強化された。 

プロジェクト実施にあたっては、適宜 PDM 及び PO を参照し、計画に基づいた適切な運営を行っ

てきたと言える。2006 年の終了時評価において、日本側とエクアドル側による、プロジェクト運営

に係る調整と進捗管理のためのメカニズムの導入が提言された。これに対して、プロジェクト延長期

間において提言のような特別なメカニズムは導入されなかったが、調整と進捗管理は以前と比較して

円滑になったことが、日本人専門家及びカウンターパートへのアンケート・インタビューにより明ら

かになった。調整と進捗管理が円滑になった理由として、延長前のような大きな技術的な問題が生じ

なかったこと、日本人専門家が派遣毎にカウンターパートと各アウトプットの活動計画策定と進捗の

確認を行ったこと、JICA ボランティア調整事務所が JICA エクアドル支所となったことで現地でのバ

ックアップ体制が充実したことなどが挙げられる。 

なお、2006 年の終了時評価時点までに IG のカウンターパート 2 名が離職したが、その後別の研究

員 2 名がデータ取得、蓄積、解析を遂行できるようになっている。また、2006 年の終了時評価以降、

IG のカウンターパートの離職者はなかった。 

日本側・エクアドル側とも、強い意欲を持ってプロジェクトを遂行した。また、日本側専門家とエ

クアドル側カウンターパートのコミュニケーションは、概ね良好であった。機材設置のために派遣さ

れた一部の技師の英語力が十分でなかったことにより、意思疎通が円滑でなかったケースがあったが、

双方で図や辞書を用いたり、複数の作業チームを作る際には組み合わせを工夫し、特にプロジェクト

延長期間においては日本語・スペイン語の現地雇用通訳を配置するなどした結果、カウンターパート

は機材設置・動作に必要な技術を十分に習得した。 

3-5 プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標の指標である「各防災関係機関に提供する火山活動情報の質が向上する」は達成

されており、コトパキシ及びトゥングラワ火山における火山監視能力の向上は達成されたと言える。 



 3-6

本プロジェクトで設置したすべての観測網が機能しており、データがリアルタイムで取得され、よ

り正確な解析がなされている。この結果、IG の火山情報レポートおよび補足情報（無線、電話など

による情報発信も含む）が、プロジェクト開始当初に比べより正確な内容となり関係機関に適時発信

されている。2006 年 7 月にトゥングラワ火山に観測点が設置され、その直後の 7 月 14 日に噴火が発

生し、設置した観測網が噴火の前の微動データを捉えることに成功した。2006 年 8 月 16 日のトゥン

グラワ火山の噴火の際には、7 月に噴火した際の微動データと比較することにより火山活動が活発化

していることがわかり、火砕流発生（18 時頃）の少なくとも 9 時間以上前に、火砕流を伴う大規模

な噴火の発生を予測し、トゥングラワ火山周辺の市長らに電話で直接詳細な状況を伝えることができ

た。添付資料 25 のとおり、IG は、9 時半にリョバンバ市長、正午頃にペニーペ市長、ペリレオ市長、

バニョス市長、セバージョス市長、国家防災局と連絡をとり、さらにこれらの市が住民に対して避難

勧告を発出し火砕流の発生前に避難させたことで、犠牲者の数を最小限に抑えることに貢献した（避

難勧告に従わなかった住民や逃げ遅れた住民 5 人が火砕流の犠牲となったが、数千人が避難により助

かった）。 

3-6 上位目標の達成の見込み 
上位目標「エクアドルの火山災害軽減能力が向上する」の指標のいくつかが既に達成されており、

残りの指標についても 3～5 年以内に上位目標が達成される見込みが非常に高い。 

指標 1-1 については、トゥングラワ火山の危機的状況を含む様々な自然災害に対する適切な措置を

規定する緊急計画が、市レベルの防災関係機関により策定・更新された事例が確認された。例えば、

バニョス市の緊急オペレーションセンター（Centro de Operaciones Emergentes: COE）は 2000 年に初

めて緊急計画を策定し、毎年更新している。また、ペリレオ市の COE も 2005 年に初めて緊急計画を

策定し、必要に応じて更新している。どちらの COE も策定・更新の際には、IG の技術的支援を受け

ている。 

指標 1-2 については、防災関係機関へのインタビュー調査により、いくつかの自治体において右緊

急計画に規定された措置をとったことが確認された。例えば、バニョス市においては、2007 年～2009
年の 2 年間に住民への避難訓練が 7 回実施された。また、地方政府機関であるカサ・コトパキシは、

チージョス・バレーの火山災害リスクを軽減するために、家族ごとの避難訓練、ボランティア用研修、

リスク調査、住民を連れての IG への視察、子供向けの啓発用ゲーム作成など様々な活動を実施した。 

指標 1-3 については、防災関係機関へのアンケートやインタビュー調査結果によれば、（IG が火山

リスクについて提供した情報に基づいて）地方政府や防災関係機関が実施した啓発活動を通じて、両

火山周辺の住民が火山の潜在的リスクに対してより強い意識を持ち、適切な行動をとれるようになっ

ている。実際に、2006 年 8 月の噴火の際には、IG が発信した情報に基づいて発出された防災関係機

関の警戒警報にしたがい、住民 3～4 千人が避難することができたと言われている。この事実は、IG
の火山監視能力の向上と防災関係機関との協力により火山災害軽減に貢献できたことを示すもので

ある。 

指標 2「他の活火山の監視能力が向上する」については、現在 IG は、本プロジェクトの成果に基

づいて、国家科学技術事務局（SENACYT9）の協力を得て、2008 年末から「IG 強化（地震学・火山

                                                        
9 SENACYT: Secretaría Nacional de Ciencia y Technología 
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学国家サービス拡大・近代化）プロジェクト10」を実施しており、コトパキシ及びトゥングラワ火山

以外の、ピチンチャ、レベンタドール、アンティサナ、チンボラソ、ガラパゴスなどの活火山の監視

を強化しようとしている11。したがって、このプロジェクトが円滑に実施されれば、IG のコトパキシ・

トゥングラワ火山以外に対する火山監視能力が高まると期待される。 

指標 3「火山情報の伝達システムが改善する」については、IG から防災関係機関への火山活動レ

ポートや補足情報の発信状況、防災関係機関から住民への情報伝達が改善している。「プロジェクト

目標の達成度」で述べたとおり、普段から防災関係機関と緊密な連携を保持することで、2006 年 8
月のトゥングラワ火山噴火における非常時においても、火山活動情報を防災関係機関に適時・効果的

に発信し、犠牲者の数を最小限（数千人が避難により助かったのに対し、犠牲者は 5 人）に抑えるこ

とができ、災害軽減に貢献したと言える。地方政府は IG からの情報に基づいて、警戒警報を発出し

ている。近年、緊急の際には、バニョス、ペリレオ、セバージョス、ペニーペなどの市長が警戒警報

発出にかかる意思決定に必要な詳細な火山活動情報を入手するため、IG に直接電話連絡するケース

が増加している。このような状況に鑑み、地方政府が迅速な意思決定をできるようになることを目的

として、IG はトゥングラワ州のリスク管理技術局と協力してトゥングラワ山の火山活動レベルを示

す「活動インデックススケール」の作成を検討している12（添付資料 26）。また、IG は 2005 年以降、

ウェブサイトを通じてタイムリーな火山活動情報を提供している。 

なお、指標 1-1 から 1-3 はいずれもプロジェクト目標である「火山監視能力の向上」のみでは達成

できないものであるため、改訂 PDM において、プロジェクト目標から上位目標達成への外部条件と

して、「防災関係機関が IG から発信する火山レポート・情報を活用する」、「防災関係機関が火山の

潜在的リスクに対する住民の意識を高めるための活動を行う」が追加された。これに対して、防災関

係機関へのアンケート調査によれば、多くの機関が、前者に対しては「情報を十分活用している」、

後者に対しては研修・避難訓練などの活動を行ったことが確認された。 

                                                        
10 西語名は、“Fortalecimiento del Instituto Geofísico: Ampliación y Modernización del Servicio Nacional de Sismología y 
Vulcanología (Programa Nacional de Sismología y Vulcanología)”。2 年間で 900 万 US ドルの予算を計上している。 
11 今後 2 年間に、ピチンチャ、レベンタドール、アンティサナ、チンボラソ、カヤンベなどには 3～4 ヵ所、ガラパ

ゴス諸島には 6 ヵ所、その他の火山にも 1 か所程度、広帯域地震計を設置することを計画している。 
12 IG によれば、このようなスケールはコトパキシや他の火山に対してもそれぞれの状況に応じて検討することが可

能とのことである。 
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第4章 評価５項目に基づく評価結果 

4-1 妥当性 
エクアドル国の防災政策とニーズ、及び日本の対エクアドル国 ODA 政策に照らし、妥当性は高い

と言える。 

エクアドル国において、火山災害は、エルニーニョに伴う気象災害、地震、洪水、土砂崩れと並ん

で自然災害の中でも大きな脅威となっている。火山災害軽減においては、被害の前に必要なアクショ

ンをとれるようにするリスク管理の強化が課題であり、リスク管理で重要な鍵となる火山監視能力の

向上をプロジェクト目標とした本プロジェクトは妥当性が高いと言える。 

エクアドル国における 2007 年から 2010 年の国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo）では、掲

げられた 12 の一般目標の 4 番目が「健全且つ持続可能な環境を促進し、水、大気及び土壌へのアク

セスを保証する」となっている。この目標には、具体的指標 4-10「自然災害が発生する前にリスク

を軽減する効率的かつ大胆な制度を国家レベル及び地域レベルで導入・実施すること」が掲げられ、

さらにその指標を達成する一つの効果的手段として、「早期警戒のための監視システムの構築」が明

記されている。 

また、2008 年 9 月、災害のリスク管理に関する条文がエクアドル史上初めて憲法13に明記された。

新憲法の 389 条及び 390 条には、国家・地域・地方レベルのいかなる公共機関・民間企業もリスク管

理ユニットを設置すること、原則として自治体がリスク管理に対する責任を負い、その自治体の能力

が十分でない場合、より大きな単位の自治体が必要な支援を行うとしている（添付資料 17）。 

2008 年 7 月には、国家災害リスク軽減戦略（2008～2013 年）案が、国家防災局に代わって設立さ

れた国家リスク管理技術局（STGR）により策定され、2009 年 5 月頃に最終案が策定される予定であ

る。 

以上のとおり、自然災害のリスク軽減の重要性は、現行の国家開発計画、憲法、国家災害リスク軽

減戦略において明確に掲げられており、自然災害のリスク軽減の一つの手段として監視システムの強

化を重視している姿勢が窺われる。また、国家防災局から国家リスク管理技術局に組織改編が行われ

たが、火山を含めて自然災害のリスク軽減を重視する政策には変更はない14。 

一方、日本の対エクアドル国 ODA 政策における重点分野は、2005 年 7 月の政策協議により「貧困

対策」「環境保全」「防災」の 3 点となっており、「防災」においては、「自然災害に対する脆弱性の緩

和」となっている。したがって、防災を目的とした火山モニタリングは、日本の対エクアドル国 ODA
政策と合致している。 

アプローチの適切性も高い。コトパキシ、トゥングラワ両火山は、エクアドルの数多い火山の中で

も最も災害リスクの高い火山である。特にトゥングラワ火山では 2006 年 7 月から 8 月及び 2008 年 2

                                                        
13 2008 年 9 月 28 日の国民投票により承認された。 
14 ただし、地方事務所の設置など、新組織の整備にはまだ時間がかかることが予測される。また、これまで連携体制

を構築してきた国家防災局地方事務所の職員がそのままリスク管理技術局の職員として勤務している場合もあるが、

ラタクンガのように担当者が入れ替わり、連携体制を再構築するのに時間がかかるケースもあるとのコメントがカウ

ンターパートから聞かれた。 



 4-2

月に大規模な噴火が起こり、2008 年後半から活動が活発化していること、コトパキシ火山は、過去

の記録によれば現在噴火の起きる周期にあたっていることで、これら 2 つの火山を対象に選んだこと

の妥当性は高い。日本には活火山が多く、火山モニタリングにおいて比較優位があることからも、モ

ニタリング能力強化における協力は妥当である。 

IG のカウンターパート機関としての適切性も高い。2003 年に発効した大統領令 3593 により、IG
がエクアドル政府のために火山モニタリング及びリスク分析を行う唯一の機関として機能する可能

性が極めて高い。 

4-2 有効性 
実施した活動に対しては十分なアウトプットが達成されている。コトパキシ火山、トゥングラワ両

火山における火山監視能力の向上がみられ、プロジェクト目標は達成されていると考えられる。した

がって、有効性が高いと判断される。 

本プロジェクトを通じて広域地震計や空振計などの観測機材が導入されたことにより、コトパキシ、

トゥングラワ両火山の観測網から、短周期地震計では測定できなかった高品質なリアルタイムデータ

が、IG において取得できるようになった。プロジェクト開始前に比較してデータの質が向上したこ

とにより、マグマの動きの理解が進んだ。プロジェクト延長期間においては、課題となっていた本プ

ロジェクトにより供与された機材を用いて取得したデータの解析に係る技術移転が進んだ。また、デ

ータの解析結果に基づいて改善された火山活動レポートや補足情報のタイムリーな送付や、自治体及

び防災関係機関への一連の防災啓発活動等により、IG への信頼性が高まった。さらに、このことに

より、自治体などとのコミュニケーションがより緊密になり、自治体及び防災関係機関により IG が

発信する火山活動情報が十分に活用されるようになった。 

プロジェクトの活動に影響を与えた外部要因として、以下 3 点が挙げられる。1）トゥングラワ火

山の噴火により機材が破損し、2 観測点を使用できなくなったこと、2）同火山の 1 観測点の機材が

盗難の被害に遭ったこと（のちに復旧済み）、3）同火山の火山灰により太陽光パネルの発電ができず

に観測が一時的に中断したこと、などが挙げられる。ただし、これらの問題は後に解決され、当初目

指していたアウトプットが達成されている。 

4-3 効率性 
効率性は高いと判断される。実行された投入は概ね有効に活用されている。日本側・エクアドル側

共に、プロジェクトに対して適切な投入が提供された。 

派遣された日本人専門家は、高い専門性を持つ適切な人材であり、期待されていた技術移転を遂行

した。日本人専門家はすべて短期専門家であり、プロジェクト実施期間中に日本人専門家が派遣され

ていない時期もあった。日本人専門家が不在の時期は、カウンターパート研究員と技師は、日本人専

門家・技師より移転された技術を活用して、活動を円滑に遂行した。また、2004 年に IG と防災科学

技術研究所（NIED）が締結した「火山災害軽減に関する共同研究（Collaboration in the mitigation of 
volcanic hazards）」協定により、短期専門家が派遣されていない期間でも、専門家が同研究所の研究

員の立場で遠隔でカウンターパートのサポートを行った。なお、短期専門家が派遣される度に、研究

者及び研究生など 30 名程度を対象にデータ解析に係る講義が行われており、さらに多くの関係者に

技術移転されていると言える。 
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本邦研修は円滑に実施された。火山観測及びデータ分析に必要な技術は、本邦研修を通じてカウン

ターパート研究員に移転され、習得した技術は IG における通常業務において活かされている。 

供与機材は活動に有効に活用されており、機材は技術移転に十分であった。機材の維持管理も良好

で、問題があった際には IG の機材担当者が適切に対応している。具体的には、本プロジェクトによ

り提供された機材を完全に維持管理することができる技師が 4 名、技師を適切に補助することができ

るアシスタントが 8 名いる。設置しなかった機材については、IG で噴火等に備え予備として保管し

ており、保管状況は良好である。2006 年の終了時評価において指摘された、無線機材の 2.4 ギガヘル

ツ（GHz）帯の通信飽和状態によりデータが送信できなくなった問題については、2008 年 6～7 月に

機材の入れ替えを行い、解決された。 

エクアドル側の投入では、適切な専門性を持つ十分な数のカウンターパートを配置したことが、プ

ロジェクトのアウトプット達成に貢献した。本邦研修に参加した IG のカウンターパート 2 名がいず

れも研修終了後に IG を離職したが、その後本邦研修に参加した別の研究員 2 名が円滑に活動を行っ

ている。2006 年の終了時評価以降、カウンターパートに離職者はなく、カウンターパートの数は若

干増加している。 

また、IG 側は活動の円滑な実施に必要な機材・予算も提供した。特に、中継点・観測点の設置に

あたり、IG 側が負担した技能労働者や荷役は、適切な設置に効果的であった。 

4-4 インパクト 
上位目標のいくつかの指標が既に達成されており、エクアドルの火山災害軽減能力の向上がみられ

る。したがって、インパクトは現時点で既に高いと判断される。 

例えば、緊急オペレーションセンター（COEs）に代表される州・市・村レベルの防災関係機関が

火山災害も含めたリスクへの緊急計画を策定・更新し、それらの計画に沿った対応をとっていること

が挙げられる。具体的には、2006 年 7 月及び 8 月、2008 年 2 月のトゥングラワ火山の噴火に際して、

IG が発信した火山情報が定期的かつ適時防災関係機関に受領され、各地方行政府により発された警

戒にしたがって危険地域のほとんどの住民が避難したことなどが挙げられる。 

また、コトパキシ、トゥングラワの 2 火山に関する成果に基づいて、IG が国家科学技術事務局

（SENACYT）の資金によるプロジェクトを開始し、エクアドルの他の活火山の監視能力を強化しよ

うとしていることから、近い将来、他の活火山の監視能力が強化される見込みも高い。 

予期していなかった正のインパクトが研究面、社会面において確認された。研究面では、本プロジ

ェクトで蓄積されたデータ及び解析結果に基づいて、トゥングラワ火山の火砕流噴火の直前に超長周

期地震が発生することが分かり、火砕流噴火のメカニズムの理解が進んだこと、コトパキシ火山の超

長周期地震の解析が進み、マグマシステムの理解が進んだこと、などが挙げられる。また、本プロジ

ェクトで蓄積されたデータ及び解析結果が、火山だけでなく（活断層型地震やプレート境界型地震な

どの）地震の監視・解析にも貢献していることが、IG の研究者へのインタビューにより確認された。

また、本プロジェクトによって得られた成果に基づいて執筆された論文が、Journal of Volcanology and 
Geothermal Research や Eos15など国際的に権威のあるジャーナルに掲載されたことで、IG の火山監視

及び火山研究に関する国際的な地位が向上したことが特筆できる。この背景には、本プロジェクトに

                                                        
15 アメリカ地球物理連合発行。 
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よって観測機材が設置され、データ取得・解析能力が向上したことのほか、IG と NIED の間の「火

山災害軽減に関する共同研究」協定に基づいて、解析結果を活用した研究協力を行っていることがあ

る。また、本プロジェクトの成果が周辺国に共有・普及された事例として、2008 年 1 月にコロンビ

ア及びチリから各 3 名を招聘して開催した火山監視国際セミナーが挙げられる。右セミナーを契機と

して、本プロジェクトの活動に関する各国の研究者の理解が深まると共に、連携を深めていくことで

合意が得られた。また、2008 年 11 月にはチリで JICA が実施している地震観測プロジェクトの技術

者 1 名を受け入れ、同国の火山監視能力強化に少なからず貢献した。 

社会面では、防災関係機関及び住民の IG への社会的信頼性が高まったことが挙げられる。例えば、

バニョス観光協会は、IG の火山活動情報が観光業に悪影響を与えることを懸念し、IG に対して強い

不信感を抱いてきたが、2008 年 11 月のバニョス観光協会との懇談会を通じて、バニョス観光協会と

IG 間の相互理解が進んだことが挙げられる16。IG がこれまで地道に取り組んできた研究や地元に密

着した防災活動が結実した結果と言える。また、2008 年 11 月の一連の火山防災セミナーを通じて、

IG が発信する情報やハザードマップの質が火山監視における先進国のものに劣らないということが、

カサ・コトパキシなど防災関係機関の職員・ボランティアによって理解されるようになった。同機関

が、詳細な火山情報については IG のウェブサイトを見るよう推奨するチラシ（添付資料 29）を配布

するようになったことも、IG の社会的信頼性が向上した証左と言える。また、2008 年には、ペリレ

オ市長より IG に対して感謝状が贈られている。さらに、防災関係機関や危険地域の住民による IG
へのスタディ・ツアーの頻度も年々高くなっている。 

また、予期していなかった正のインパクトとして、日本とエクアドル国の協力が、新聞やテレビな

どマスメディアを通じて一般の人々に知られるようになったことも挙げられる。 

負のインパクトは、現時点で特に認められない。 

4-5 自立発展性 
自立発展性は制度面、技術面、財政面において全般的に高いと判断される。 

制度的自立発展性は高い。憲法、国家開発計画、国家災害リスク削減戦略案にもあらわれていると

おり、エクアドル政府は防災及び監視システムの強化を重要課題としてとらえており、また、大統領

令 3593 条において規定された火山防災における IG の役割に変化はないと考えられる。さらに、火

山モニタリングは、プロジェクト終了後も引き続き IG の地震部門の火山性地震観測セクションが担

当していくことが確認されている。 

技術的自立発展性も以下の理由から高い。（1）広域地震計や空振計などの機材を含む観測点を IG
側のみで設置できるようになったこと、（2）本プロジェクトによって設置された観測点・中継点

が適切に点検・保守されていること（添付資料 27）、および、本プロジェクトで供与した広域地

震計や空振計などの機材を完全に維持・管理できる技術者が 4 名、補助員が 8 名、合計 12 名が機材

の維持管理に従事していること、（3）運用管理マニュアルが作成・更新され、IG 側に活用されてい

ること、（4）データ取得・解析及び火山活動レポートの作成など、IG 側のみでほぼ滞りなく遂行し

ていること、（5）解析面においては、研究員 2 名のほか、研究員 2 名の指導のもと多くの技術者や研

                                                        
16 1999 年のトゥングラワ火山活動活発化に際して強制避難の大統領令が発令されたが、実際には災害が起こらなかっ

たことにより、地元観光業者は IG に対する誤解から強い不信感を抱くようになっていた。 
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究生が共に解析を行っていること、（6）微動解析プログラムと土石流監視プログラムを、それぞれ自

動イベント検出システムに連携させたことで、前者では長周期地震の震源地とメカニズムを、後者で

は土石流の発生場所を自動的に推定することが可能となったこと、（7）プロジェクト終了後も、防災

科学技術研究所（NIED）との研究協力を通じて火山監視・解析にかかる専門性を継続的に向上させ

ることも期待されることなどが挙げられる。 

財政的自立発展性も概ね見込める。IG では独自に資金調達の仕組みを持っている。資金源は政府

からの予算配分のほか、コンサルティング業務による収入、民間企業からの寄付、米州開発機構（BID）、

フランスの開発研究所（IRD）などの国際機関による協力である。添付資料 28 のとおり、IG の全収

入に占める本プロジェクトにより設置された観測網の維持管理費の割合は 0.01％～5%で推移してい

る。したがって、維持管理費用については十分確保されることが期待される。また、先述した、他の

活火山の監視を目的とした「IG 強化（地震学・火山学国家サービス拡大・近代化）プロジェクト」

に関しては、国家科学技術事務局（SENACYT）から 2 年間で 900 万 US ドルの予算が配分されてい

る。ただし、経済状況の悪化に伴う将来的な予算削減の可能性については、若干懸念される。 

4-6 結論 
2006 年 11 月の終了時評価以降、活動はほぼ順調に実施され、アウトプット及びプロジェクト目標

は達成された。上位目標についても指標の多くが既に達成されている。評価 5 項目の観点からの評価

結果についても、「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」が高いと判断され、「自立発展性」

は財政面において世界的な経済危機などの影響に若干の不安はあるものの概ね高いと判断される。以

上の点から、プロジェクトは適切であり、所期の目標が達成されたことから、計画どおり 2009 年 4
月末日にプロジェクトを終了することが妥当と判断される。 
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第5章 提言と教訓 

5-1 提言 
以上の評価結果に基づき、プロジェクト終了後の提言は以下のとおりである。 

1）キャパシティ・ディベロップメントの継続 
IG は、組織的なキャパシティ・ディベロップメントの観点から、研究員をできるだけ長期

に雇用することが望ましいが、ある程度の人員交替は不可避である。したがって、本プロジェ

クトを通じてカウンターパートが獲得した技術や知識を、組織内で十分に共有・普及しておく

ことで、人員交替に際しても技術や知識の継承を組織として確保することが望まれる。また、

日本や海外の大学・研究機関との共同研究や研究交流プログラムを通じて、火山研究の前進に

努めると同時に、火山のモニタリング・分析にかかる専門的能力を継続的に向上させていくこ

とが望まれる。 

2）機材の維持管理及び更新 
IG は、関係機関と協力して、設置された観測機材の盗難防止策も含め、火山モニタリング・

分析システム及び機材を適切に維持する必要な措置を取るべきである。また、火山モニタリン

グ・分析システムの継続性を保持するため、本プロジェクトで供与された機材の更新に備えて、

予算計画・機材運用計画を作成するべきである。 

3）火山情報の普及活動 
中央・地方の防災関係機関、地方の自主防災組織、及び危険地域の住民の火山災害リスクに

対する更なる理解を促進するため、IG は今後も火山モニタリング・分析を通じて得た科学的

情報や知識を広く普及する努力を継続すべきである。 

4）火山防災の実施 
火山災害を軽減するため、国家リスク管理技術局（STGR）や火山災害危険地域の地方自治

体による災害リスク管理や緊急対応に係る対策を、さらに強化するべきである。 

5-2 教訓 
本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用されると考えられる教訓は以下のとおりであ

る。 

1）IG と防災科学技術研究所（NIED）の研究協力は、IG の火山研究を前進させ、本プロジェク

トの目標達成に貢献した。研究機関との技術協力においては、技術移転だけではなく、科学

研究の前進を促進するような仕組みを組み込むことにより、研究者であるカウンターパート

のモチベーションを高め、結果的にプロジェクト目標の達成にも貢献する。 
 

2）自然災害モニタリングや防災に係る技術協力においては、モニタリング機関の科学者とコミ

ュニティーや防災関係機関との平時からの緊密なコミュニケーションが、緊急時において情

報を適時に、直接、分かりやすく伝達するために重要である。このことが災害の軽減につな

がる。 
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添付資料３ 調査日程 

 

日（曜日） 行 程 

４月１３日（月） エクアドル到着 

１４日（火） 

JICA事務所表敬・打合せ 

IG表敬・協議 

合同評価員との協議 

１５日（水） IGでの協議・調査 

１６日（木） 

JICA事務所打合せ 

国際協力庁（AGECI）表敬 

IGとの協議 

１７日（金） 
リスク管理技術局との協議 

IGでの協議・調査 

１９日（日） 地方（Ba os）へ移動 

２０日（月） 

Pelileo市長との協議 

Ba o防災関係者との協議 

フィールド調査 

Penipe市長との意見交換会 

２１日（火） 

Ba osからCotopaxiへ移動 

Latacunga市長との協議 

フィールド調査、キトへ移動 

２２日（水） 
合同評価レポート（案）作成 

同レポート案に係るＩＧとの協議 

２３日（木） 
合同評価委員会会議 

大使館報告 

２４日（金） 
M/M署名、懇親会 

JICA事務所報告 

２６～２８日 事業完了報告書とりまとめ 

２９日（水） エクアドル出発 
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添付資料４ 主要面談者リスト 

 

国際協力庁（AGECI） 

M nica D vila 長官 

Alexandra Maldonado 連絡・フォローアップ・評価 担当部長 

Ana Patricia Lozada 政策交渉アナリスト 

Iv n Mart nez  連絡・フォローアップ・評価 アナリスト 

 

リスク管理技術局（STGR） 

Lorena Cajas Alb n 長官 

 

国立理工科大学付属 地球物理研究所（IG-EPN） 

Alfonso Espinosa 国立理科大学学長 

Hugo Yepes 所長 

Mario Ru z Romero 地震学主任教授 

Alexandra Alvarado 地震部門チーフ 

Mayla Vaca 技術部門チーフ 

M nica Segovia 地震ネットワーク責任者 

Pablo Palacios 研究員 

Gorki Ruiz GPS技術者 

Santiago de Arrais 電気技師 

Vincio C ceres 電気技師 

 

ペリレオ市 

Manual Carizabanda 市長 

John Marcial 市総務部長 

 

ペニペ市 

Manuel Carranza 市長 

Victoria Moreno 市総務部長 

Ra l Escobar 市法務部長 

 

ラタクンガ市 

Rafael Maya 市長 

Patricio P ez Moscoso  市人事部長 

 

バニョス市 

Marcelo Espinel  リスクマネージメント・ユニット コーディネーター 

 

カサ・コトパクシ 

Ximena Jij n 首都圏 ﾊﾞｼﾞｪ･ﾃﾞ･ﾛｽ･ﾁｰｼﾞｮｽ地区 市民安全地区担当チーフ 

Miguel Arias リスクマネージメント プロモーター 
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Franklin Espin 市民安全 コーディネーター 

Marcelo Campana コーディネーター 

 

エクアドル側評価委員 

Minard Hall 地球物理研究所 研究員 

Marco Montesdeoca ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｵﾌｨｻｰ トウングラワ・リスクマネージメント･ユニット    

 

日本大使館 

前川征弘 大使 

 

JICA エクアドル支所 

山口 三郎 所長 

廣住 清 次長 

Santiago Guerr n 国際協力担当 現地スタッフ 
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